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「空飛ぶクルマ」は、ヘリコプターと比較して、①騒音、②経済性、③環境面での優位性に加え、自動運転との親和性が高く、ポート（発着場）の
制約が少ない点も注目されており、「速い・安い・便利」な人や物の移動が可能になることが期待されている。本稿では、空飛ぶクルマの
社会的受容性向上に向けたＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の取り組みについて、2020年度に実施した調査結果内容とともに紹介する。

東日本大震災の事実と教訓を世界中の人々と共有し、自然災害に強い社会を一緒に実現することを目指す「東日本大震災津波伝承館」
（岩手県陸前高田市）が2019年9月に開設された。本稿では、同館の展示内容やワークショップについて、企業・団体における防災教育や危機
管理意識の啓発への活用の観点を中心に副館長である熊谷正則氏にお話をうかがった。

健康経営は、2020年春の時点で上場企業の1/4が各種の顕彰制度に参加、多くの企業が取り組む経営戦略となっている。本稿では、日本に
おける健康経営の取り組みと人材開発との関係性、ヘルスケアイノベーションとしての健康経営について考察する。また、産業界のムーブ
メントとなった健康経営の新たな動きとして、健康経営の国際標準規格ＩＳＯ化について紹介する。

中国の日系企業におけるコロナ禍への対応では、罹患（りかん）・隔離といった直接的なリスク以上に、駐在員が任地に戻れない、オフィス
や工場に立ち入りできないといった副次的なリスクが顕在化し、多くの企業がリスク対応に追われた。このような経験を経て、事業継続計画
（ＢＣＰ）構築に取り組む海外現法が増えている。本稿では、中国でコロナ禍が日系企業に与えた影響を振り返りつつ、海外現法に適したＢＣＰ
構築のポイントについて解説する。

高齢運転者による交通事故が毎年のようにニュースで大きく取り上げられ社会問題化している。身体機能（特に視機能）や認知機能の低下
は高齢運転者固有の運転リスクであるが、その進行を緩やかにすることで運転能力の維持につながることが期待される。本稿では、ＭＳ＆ＡＤ
インターリスク総研が開発を進めている視機能・認知機能トレーニングツール「ＡＢＣＤ(Active Brain CLUB for Driver)」を紹介する。

化学物質に起因する休業4日以上の労働災害は年間500件程度発生している一方、労働安全衛生法に基づくリスクアセスメントの実施率は
事業場規模5,000人以上のカテゴリーにおいても約6割にとどまるなど企業における化学物質の管理が必ずしも十分ではない実態がうかが
える。本稿では、「ラベル表示・安全データシート（SDS）についての教育」「化学物質のリスクアセスメント実施」の観点より、事業者、作業者に
求められる化学物質管理のポイントについて解説する。

ＳＤＧｓを構成する17のグローバル目標を意識した投資に対する注目度は確実に上がっている。環境・社会・ガバナンス（企業統治）に注目する
ＥＳＧ投資はもとより、環境・社会に対するプラスの「インパクト」を意図しその評価を実施するインパクト投資に対する期待が高まるものと
予想されている。本稿では、ＥＳＧ投資の拡大状況と背景を概説するとともに、インパクト投資の現状、今後の展望について考察する。
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要旨
▪「空飛ぶクルマ」は、ヘリコプターと比較して、①騒音、②経済性、③環境面での優位性に加え、自動運転との親和性が 

高く、ポート（発着場）の制約が少ない点も注目されており、「速い・安い・便利」な人や物の移動が可能になることが期待
されている。

▪空飛ぶクルマの普及には様々な課題が存在するが、最大の課題は「社会的受容性の獲得」であろう。これまでにない 
「人を乗せて空を飛ぶ乗り物」を普及させるためには、利用者の不安を取り除き、その安全性に高い信頼性を獲得すること
が必要である。

▪ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、空飛ぶクルマの活用促進に向けて、様々な事業者との業務提携やアカデミック・技術
専門家等との連携を通して、具体的なソリューションの開発を進め、社会的受容性の向上に貢献していく。

レジリエントでサステナブルな社会をめざして年間シリーズ

１．空飛ぶクルマについて

⑴空飛ぶクルマとは

①空飛ぶクルマの定義
「空飛ぶクルマ」の定義については現時点では定まっておら

ず、様々な定義がなされている。例えば、経済産業省が国土交
通省と合同で発表した「空の移動革命に向けたロードマップ」
では「『電動・垂直離着陸型・無操縦者航空機』注1）などによる
身近で手軽な空の移動手段」とされている。空飛ぶクルマは
ヘリコプターと比較して「①騒音」や「②経済性（機体コストが
安い）」、「③環境面（電動であり、排気ガスが出ない）」での優
位性が評価されているほか、ポート（発着場）の制約が少ない

（小さなポートでも発着できる）点などで注目を集めており、
将来的には操縦士のいない「自動運転」による運行を視野に

入れている。この空飛ぶクルマを活用することにより「速い・
安い・便利」な人や物の移動が可能になることが期待されて
いる。

②官民協議会・空の移動革命に向けたロードマップについて
2018年8月より経済産業省が国土交通省と合同で開催し

ている「空の移動革命に向けた官民協議会」注2）の第4回会合
（2018年12月20日）にて取りまとめられた「空の移動革命に向
けたロードマップ」（案）（次頁図1）では、事業者による利活用の
目標として、2020年代半ば、特に2023年を目標に事業をスター
トさせ、2030年代から実用化をさらに拡大させていくこととして
いる。また、その目標を達成するために、機体の安全性や技能証
明の基準等の制度整備や、安全性・信頼性を確保し証明する
技術や自動飛行・運行管理・電動推進に関する技術の開発につ
いて、今後の工程を示している。
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⑵活用が期待されるユースケース

図１のロードマップでは利活用の例として、「物の移動」 
「地方での人の移動」「都市での人の移動」「災害対応」「救急」
「娯楽」といった項目が挙げられているが、「地方での人の移動」
「都市での人の移動」についてもう少し細かく見ていくと、表1

のように様々なケースが想定される。また、「物の移動」として
は「物流」、「災害対応」としては「災害救助」「災害時の物資運
搬」、「救急」としては「救命救急医療の新たな交通手段」、「娯
楽」としては「観光・レジャービジネスのツール」といったユース
ケースが想定される。

【図1】空の移動革命に向けたロードマップ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：参考文献1））

【表1】「地方・都市での人の移動に関するユースケース」

（参考文献2）を基にMS&ADインターリスク総研作成）

ユースケース 特 徴

地方での
人の移動

過疎地の交通手段 鉄道・道路などの地上インフラの維持が困難な地域の集落間を結ぶケースが考えられる
比較的人が少ない場所の上空を飛行することができるために地域住民にも受け入れられやすいと思われる

離島交通

日本に数多く存在する離島を他の島や本土と結ぶことを想定している。その結果、離島での日常生活での利便性
向上、観光事業の活性化、医療レベルの向上等が期待できる
比較的人が少ない場所の上空を飛行することができるために地域住民にも受け入れられやすいと思われる
主に海上を飛行することができるため、より低高度での飛行が可能となり、気象の影響を受けにくく事業性を高め
やすい利点がある。ただし、海上を飛行するためには塩害等の課題を解決する必要がある

ビジネス用途の
地方都市間交通

地方空港は羽田空港等の主要空港との航空路は存在するが、地方空港間の路線は数が少なく、地方都市間の移
動は不便な状況が続いている。この状況を打破するために空飛ぶクルマの活用が期待されている。ただし、この
ユースケースは地方交通のインフラとなるため高い就航率が求められる

地域医師派遣 地域の中核病院と僻地の病院とを結ぶことにより地域の医師不足の緩和が期待されている。ただ、本ユースケー
スも地域医療インフラの一翼を担うこととなるために高い就航率が求められる

都市での
人の移動

都市における
空飛ぶタクシー

渋滞の解消、移動時間の短縮というメリットや市場規模の面では大いに期待されるユースケースであるが、都市
上空を飛行するということは人口密集地の上空を飛行するということであり、社会に受け入れられるにはまだまだ
時間がかかると思われる

「
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ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では2020年9月に空飛ぶク
ルマに対する消費者の意識や社会的受容性を把握し、商品・
サービスの高度化と新たな開発に活かすことを目的に「空飛
ぶクルマの社会的受容性等に関する調査」（日本全国・10代～
70代以上の男女個人・1000名を対象）を実施した3）。その中で

「空飛ぶクルマへの期待」についても調査を行っている。空飛
ぶクルマに多く期待されたのは、「移動時間の短縮」（612人）、
次いで「渋滞のない移動」（570人）、「救命・救急医療の迅速化」 

（341人）であった（図2）。また、離発着場として最も希望が 

多かったのは「駅」（410人）、次いで「医療・福祉施設」（349人）、
「自宅周辺」（329人）「観光地」「空港」と続いた（図3）。利用し
たい場面として最も多かったのは、「急いでいる場面」（384人）
であった（図4）。

⑶空飛ぶクルマの課題

空飛ぶクルマが普及していくためには四つの課題がある 
（次頁表2）。

【図2】「空飛ぶクルマ」への期待　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）

（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

【図3】「空飛ぶクルマ」の希望離発着場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）

【図4】「空飛ぶクルマ」の希望利用場面　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）



レジリエントでサステナブルな社会をめざして
「空飛ぶクルマ」の社会的受容性向上に向けたＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の取り組み

RMFOCUS Vol.76 〈2021 Winter〉　4

その中で最大の課題は「社会的受容性の獲得」であろう。 
航空機は他の交通手段と比べても事故が発生する確率は低く、
安全な乗り物であるといわれているが、空を飛ぶという行為に
対して不安を持つ人も少なくない。これまでにない新しい「人を
乗せて空を飛ぶ乗り物」を普及させるためには、この不安を取
り除き、その安全性に高い信頼を置かれる存在となることが必
要である。

なお、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、空飛ぶクルマが
社会的受容性を獲得するために不可欠であるリスクマネジメ
ントに関して、実証実験段階から事業化に至るまでコンサル
ティングや調査研究などで支援を行っている。次章では、ＭＳ
＆ＡＤインターリスク総研の空飛ぶクルマに関する取り組み
を紹介する。

　　　

２．ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の
空飛ぶクルマに関する取り組み

⑴日本航空、三井住友海上、ＭＳ＆ＡＤインター 
リスク総研の業務提携契約締結

2020年9月、日本航空、三井住友海上およびＭＳ＆ＡＤイン
ターリスク総研の3社間で、以下を目的とする業務提携契約を
締結した。

①空飛ぶクルマのメーカーである独・Volocopter社の日本
進出支援

②日本における空飛ぶクルマの実装
日本航空が、三井住友海上、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス 

グループ ホールディングスと同じタイミング（2020年2月）で
Volocopter社に出資を行った経緯もあり、日本航空と三井住
友海上が早期から意見交換を進めた結果、本業務提携契約締
結に至ったものである。

本業務提携契約において３社は、Volocopter社の日本進出

に向けた協議・市場調査、Volocopter社の事業賛同企業への
協力・支援・協業の依頼に関する対応、日本における空飛ぶクル
マを用いたサービスの事業化に向けた研究および実証実験の
参画・実施、空飛ぶクルマの運航に関する安全な飛行、保険お
よびリスクマネジメントの研究・開発、空飛ぶクルマの社会実装
に向けた社会的受容性の向上等に関する議論および検討を行
うことについて協業することを定めている。

この中でＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、実証実験に関する
リスクの洗い出し・アセスメント、アンケートを通じた社会的受
容性の調査・研究、社会的受容性の向上に向けた情報発信等
の役割を担うものである。

⑵鹿児島県大島郡瀬戸内町、日本航空、日本エア
コミューター、三井住友海上、ＭＳ＆ＡＤイン
ターリスク総研の連携協定締結

上記（１）の具体的な取り組みの第一弾として、2020年10月、
鹿児島県大島郡瀬戸内町、日本航空、日本エアコミューター、
三井住友海上およびＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、ドロー
ンを活用した地域課題解決を目指す連携協定を締結した。 
本連携協定に基づき、大島郡瀬戸内町および4社は、2021年度
をめどに同町で行うドローンを用いた実証実験を通じて、物流
サービスに関する運用の課題の抽出や事業化に向けた検証等
を行うこととした。本連携協定においては、ドローンを活用した
離島地域での新しい物流サービスの実証実験、離島地域での
エアモビリティ活用の共同検討を行っていく。

その中でMS＆ADインターリスク総研は、これまでのCASE、
MaaS領域におけるリスクマネジメントに関する知見、社会的
受容性に関する調査・研究成果を活かし、次世代エアモビリ
ティサービスの安全性・社会的受容性向上を目指すことを通じ
て、本サービスの普及と、地域の様々な課題の解決を目指すも
のである。

【表2】空飛ぶクルマの課題

（MS&ADインターリスク総研作成）

課題 状況

技術 現在Volocopter社を含めた世界中の大小様々なプレイヤーが開発に取
り組んでおり近い将来に解決されることが期待できる

法制度（インフラ整備） 「空の移動革命に向けた官民協議会」が設置される等、官民一体となって
取り組んでいく動きとなっており、国の後押しが期待できる

事業化（マネタイズ） 「安全性の確保」「コストダウン」「運航率の向上」が図られた上でさらに
事業化のための工夫が必要になってくる

社会的受容性
「安全性の確保」は大前提であるが、それだけでは十分でなく「安心される
こと」が必要であり、安全性・安心の確保により応援される存在になること
が期待される

「
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３．社会的受容性に関する調査結果

（１）空飛ぶクルマに対する不安

前記「１（２）活用が期待されるユースケース」でも紹介したMS
＆ADインターリスク総研が行った「空飛ぶクルマの社会的受
容性等に関する調査」では、「空飛ぶクルマに対する不安」につ
いて質問している。自分が乗るときにもっとも不安に思うのは、

「機体の安全性」（551人）、次いで「自動操縦の安全性」（521
人）、「トラブル発生時の対策」（493人）と続いた（図5）。空飛ぶ
クルマが自宅上を通過する場合、もっとも不安なのは「墜落し
た場合の人命、財産に対する甚大な被害」（903人）、次いで「落
下物」（641人）、「騒音問題」（532人）であった（図6）。自分が乗
る場合を想定するとやはり「機体の安全性」「自動操縦の安全
性」といった安全性に対する不安が上位を占めた。また、上空を
空飛ぶクルマが飛行することに対しては機体そのものの墜落や
機体からの落下物による人命、財産に対する被害への不安が
最も大きく、騒音やプライバシーに関する不安も大きいことが
分かった。

⑵不安の解消に必要な対策

この調査では「どのような装備・機能があれば空飛ぶクル
マに乗ることについて安心感が増すか」という質問も行って
いる。結果は「緊急着陸機能」（695人）が最も多く、以下、「緊
急時状況・対処方法説明機能」（530人）、「緊急時通報機能」

（491人）、「空飛ぶクルマの安全に関する説明機能」（486人）
と続いた（次頁図7）。「パラシュート」といった安全装備より、
緊急時状況・対処方法や安全性に関する説明への期待が高
いことが分かった。この結果は、空飛ぶクルマの利用を促進
するためには、安全性を高めるとともに、その機能や万一の 
場合の対策が利用者に適切に周知されることの重要性を示
している。このような期待に応えるためには、航空会社が蓄
積してきたノウハウが参考になると思われ、空飛ぶクルマの
社会実装に向けて、航空会社が果たす役割は大きいと考え
られる。

（単位：人）

（単位：人）

【図5】「空飛ぶクルマ」の不安（自身が乗る場合）　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）

【図6】「空飛ぶクルマ」の不安（自宅上を通過するとき）　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）
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⑶保険会社への期待

空飛ぶクルマに関して保険会社への期待としては、「空飛ぶク
ルマに対応した、漏れのない補償」と回答された方が662人と最
も多く、次いで「警察や機体メーカー等と連携した適切な事故
対応」（603人）と続いた（図8）。利用者は、万が一の事故が発生
した場合に備えて、確実に損害が補償される仕組みを求めてい
る。保険業界として空飛ぶクルマ固有のリスクに対応した保険
商品や付帯サービスを提供することで、空飛ぶクルマの社会的
受容性向上に貢献できる余地は大きい。

４．空飛ぶクルマの「社会的受容性の
獲得・向上」に向けた今後の取り組み

空飛ぶクルマに限らず、今後新たな技術を活用した商品・サー
ビスを普及させていくためには、「社会的受容性の獲得・向上」
が必要不可欠であると考えられる。それぞれの利用者のニーズ
に合致したサービス提供のためには、より詳細な個人情報の
取得が必要となり、事業者は利用者のプライベートに深く入り 

込むことになる。物理的な安全性にとどまらず、商品・サービス
全体への安心感・信頼感の醸成も、普及の鍵になるであろう。

では、「社会的受容性の獲得・向上」のためにはどのような取
り組みが必要であろうか。まずは、「官」（経済産業省・国土交通
省・地方自治体）、「民」（機体メーカー、運航事業者、離発着場
運営事業者、管制事業者、周辺サービス提供事業者等）、「学」

（大学・研究機関）の綿密な連携が不可欠である。そして、空
飛ぶクルマというこれまでになかった事業の様々なステークホ
ルダーの心配事（次頁表3）を一つずつ丁寧に解消していくこと
が、このサービスの幅広い受容につながっていくだろう。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、空飛ぶクルマの実用化
に向けて、ステークホルダーの不安を軽減するための対策につ
いて、前記「２．ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の空飛ぶクルマに
関する取り組み」で述べた３社業務提携取組やアカデミック・技
術専門家等との連携取組を通して、具体的なソリューションを
提供していくことを考えている。それらの取り組みを通じて、空
飛ぶクルマの社会的受容性の獲得・向上、さらには広く社会で
活用が進むことへ貢献できることを目指している。

以上

【図7】安心できる「空飛ぶクルマ」の装備・機能　　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）

【図8】保険会社への期待　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）

（単位：人）

（単位：人）
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レジリエントでサステナブルな社会をめざして
「空飛ぶクルマ」の社会的受容性向上に向けたＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の取り組み

注）

１）『電動・垂直離着陸型・無操縦者航空機』はeVTOL（イーブイトール）と呼ば
れ、地面から垂直離着陸可能な機体で空飛ぶクルマの類型の一つとされてお
り、開発が活発に行われている

２）空飛ぶクルマの実現に向けて、日本においても人や物の移動の迅速性と利
便性を向上させるとともに、新たな産業を育成し、世界の市場で稼げるように
するため、官民の関係者が一堂に会する協議会。日本として取り組んでいく
べき技術開発や制度整備等について協議している

参考文献・資料等

1）経済産業省「空の移動革命に向けたロードマップ」<https://
www.meti.go.jp/press/2018/12/20181220007/20181220007_01.
pdf>（最終アクセス2020年11月17日）

2）中野 冠監修、空飛ぶクルマ研究ラボ著『空飛ぶクルマのしくみ』日
刊工業新聞社、2019年

3）ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社2020年10月1日付ニュース
リリース『～安心・安全で快適なエアモビリティ社会の実現に向け
て～「空飛ぶクルマの社会的受容性等に関する調査」について』 
＜https://www.irric.co.jp/topics/press/2020/1001.php＞（最
終アクセス2020年11月17日）

【表3】社会的受容性向上策

心配事等 対策案 備考

騒音被害を心配している ◦機体スペックとしての騒音（離発着時の風切り音が特に大
きい）低減

◦海上飛行による騒音回避
◦高高度飛行による騒音低減
◦垂直離着陸による騒音範囲の絞込み
◦航路の事前決定と住民説明
◦周辺住民への防音設備提供
◦離発着場の設置場所については民家の近くは避ける（地上

バス連接）
◦離発着場の設置場所については臨海部等の開けた土地を

選ぶ（都内の設置は困難）
◦背の高いポートによる騒音低減

◦空飛ぶクルマが発する騒音自体の低減
◦防音等の対策
◦問題にならない場所での離着陸・飛行
◦丁寧な説明

機体の墜落を心配している ◦各機器の冗長構造
◦不測の事態への対応策の提示
◦高い安全性の証明
◦墜落時の補償制度

◦墜落させないための安全策
◦墜落時の被害低減策
◦丁寧な説明
◦補償制度

機体からの落下物を心配している ◦部品落下時の補償制度
◦部品落下リスクの低減
◦部品落下時の被害低減

◦落下させないための安全策
◦落下時の被害低減策
◦丁寧な説明
◦補償制度

プライバシーを心配している ◦曇りガラスによるプライバシー配慮 ◦プライバシー配慮策
◦丁寧な説明

漠然とした不安がある
（機体を見ると何となく不安になる）

◦クルマのデザイン
◦実機展示、説明によるイメージ向上

◦漠然とした不安の低減策
◦丁寧な説明

漠然とした不満がある
（気に入らない、応援したくない）

◦社会的意義の説明 ◦漠然とした不満の低減策
◦丁寧な説明

周辺住民にとってメリットがない ◦災害救助への活用
◦救命救急への活用
◦既存公共交通機関と連携した観光プラン
◦都市計画や地域交通との整合したプラン
◦企業による雇用創出
◦ゼロエミッションによる環境保護
◦地元有力企業との連携による事業参画
◦行政と連携したサービス提供
◦太陽光発電による災害時避難所（離発着場）
◦モール併設などによる住民便益（離発着場）
◦ポートの観光地化を意識したデザイン・周辺環境の美化
（離発着場）

◦住民へのメリット
◦社会的意義（社会課題の解決）
◦丁寧な説明

（MS&ADインターリスク総研作成）
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要旨

▪

▪

▪

東日本大震災から10年 ①

はじめに1

日本は台風、大雨、大雪、洪水、土砂災害、火山噴火、地震な
ど様々な災害に繰り返し見舞われている。日本の国土は世界
の0.25％程度にもかかわらず、地球上で発生するマグニチュー
ド6以上の地震の20％程度が日本で発生している。地震の恐怖
はその揺れだけではなく、津波にもあることを強く印象付けた
事象の一つに2011年3月11日に発生した東日本大震災がある。 
この震災による犠牲者は全国で死者19,689名（関連死3,701名
を含む）、行方不明者2,563名（2019年3月1日現在／消防庁）で
ある。

この凄惨な災害の中で普段の防災教育がいきた事例として
岩手県釜石市・釜石東中学校の事例が挙げられる。「1．想定に
とらわれるな 2．その状況下において最善をつくせ 3．率先避難
者たれ」という避難3原則を学んでいた中学生たちは、小学生の
手を引いたり、園児が乗る手押し車を押したり、幼児を背負う
など、助けられる側ではなく助ける側として行動し、間一髪で多
くの命が救われた。避難3原則と三陸地方に伝わる”津波てんで
んこ”、すなわち「津波が来たら、てんでんバラバラでとにかく逃
げろ」という教えとを合わせ、「自分で考え、自分の命は自分で
守る、共に助け合う」という防災教育がいきた事例といえる。

想定外の事態が発生した際には、この事例のように一人ひと
りが知識を持ち、行動できるよう訓練をすることが重要である。

東日本大震災津波伝承館での
学びを、企業防災へ生かす

【お話をうかがった方】
岩手県復興局 副局長兼震災津波伝承課総括課長
東日本大震災津波伝承館　副館長
熊
く ま が い

谷 正
ま さ の り

則 氏

【聞き手】
MS&ADインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第一部
災害リスクグループ
上席コンサルタント　　　　 鶴

つ る た

田 庸
よ う す け

介
コンサルタント　　　　　　春

は る き

木 彩
あ や か

花

東
日

本
大

震
災

か
ら

10年
①
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本稿では東日本大震災から10年が経過しようとしている今、災
害の記憶や教訓を学ぶことのできる施設として2019年に開館し
た「東日本大震災津波伝承館」について紹介したい。伝承館の
副館長であり、岩手県復興局 副局長兼震災津波伝承課総括
課長である、熊谷 正則氏にうかがったお話を２および３にまと
めた。

伝承館のミッション
〜津波学習の拠点として〜2

Q.東日本大震災津波伝承館とはどのような施設でしょうか。

東日本大震災津波伝承館（以下、「伝承館」）は2019年9月
22日に開館した岩手県陸前高田市の高田松原津波復興祈念 

公園内にある県営施設です。愛称を「いわてTSUNAMIメモリ
アル」といい、東日本大震災における岩手県の津波被害を中心
に展示しています。来館者は2020年11月24日までの累計で27万
人を超え、そのうち6割が東北地方から、4割はそれ以外の広範
な地域からお越しいただいています。小中学校、高校や行政、地
域の団体のほか、観光ツアーや企業の研修といった団体の方々
のご利用も多く、解説員による館内見学ツアーに加え、ご要望
に応じてワークショップを実施することも可能です。　

伝承館の職員は県職員である学芸員・教員等で構成されて
おり、それぞれが3.11の体験をしています。団体予約をいただい
た場合、解説員が展示の解説を行うこともでき、ご希望に応じ
て解説時間・内容を調整可能です。

学びの拠点として展示物を見るだけでなく、一人ひとりが考
え何かを持ち帰っていただくことが大切だと思い、その点を大
事にしながら運営しています。

（出典：高田松原津波復興祈念公園 国営追悼・祈念施設の施設案内1）を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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東日本大震災から10年①

Q.大学の研究機関などが関わっているようですが、どの
ように連携していますか？

伝承館は調査・研究部門を持っておらず、学術的なことや最
新の知見については大学の協力を必要としています。東北大学
の災害科学国際研究所や岩手大学の地域防災研究センター
から助言をいただきながら運営をしています。例えば展示物に
ついて複数の先生方に確認していただき、議論を重ねながら作
り込んできました。今後も先生方の協力を得て企画・運営を進
めるとともに、海外の津波博物館とも連携していきたいと考え
ています。

Q.海外の津波博物館と連携したいと考えられている理由
をお聞かせください。

1960年に発生したチリ地震では、地震発生から1日遅れて日
本に津波が到達し被害が発生しました。また東日本大震災で
は北米大陸まで津波が到達しました。このように津波は国を超
えて影響を及ぼします。伝承館では東日本大震災津波の事実と
教訓を世界中の人々と共有し、自然災害に強い社会を一緒に
実現することを目指しています。伝承館単独でなく、同様の施設
と連携をしながら相乗効果を生み出していくことで、世界の防
災力の向上に貢献していきたいと考えています。

現在は、2004年のスマトラ島沖地震で津波被害に見舞われ
たインドネシア・アチェにあるアチェ津波博物館や、アメリカ 
ハワイ州・ヒロにある太平洋津波博物館と交流を深めています。

（出典：東日本大震災津波伝承館の常設展示紹介2）を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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企業の防災
〜伝承館が伝える教訓〜3

Q.企業が防災・減災について学ぶ際に有効なプログラム
などはありますか？

東北地方の企業・団体が中心ではありますが、4～5月の新入
社員研修等で来館していただくことが多くなっています。単に東
日本大震災津波の記録を見ていただくだけでなく、展示物を見
ながら危機管理の考え方、日ごろの備え・訓練の重要性、正常
性バイアス（本人にとって都合の悪い情報を過小評価したり無
視したりしてしまう人の特性）とその危険性などを取り上げ解
説しています。また、見学後に館内のセミナールームにて、教員
として教育現場で復興教育を担当していた職員がファシリテー
ターを務めるグループワークやワークショップなどを実施する
ことも可能です。津波災害に限定されることなく、危機管理能
力、災害対応能力を高めることができる内容となるよう工夫し
ています。

現在は新型コロナウイルスの影響により三密を避けるため、
このような取り組みやイベント、講演などを自粛しておりますが、 

今後はこれらの活動に加え、例えば企業の危機管理学習ツアー 
といった題目で、伝承館に加え三陸地方の被災地を数箇所回
り、ワークショップなどを組み込んだツアーなどを旅行会社の
協力を得て実現できたら素晴らしいと考えています。

Q.グループワークやワークショップについて詳しくお聞
かせください

例えば参加者が少人数グループに分かれ、館内見学の振り
返りをしながら自社に置き換えた場合の被害想定や被害軽減
策についてディスカッションし、その結果を発表するといった研
修を企業の初任者や管理者向けに実施するようなプログラム
が想定されます。

想定外の事態にどのような行動をとることができるか考える
ことは、東日本大震災津波の事例を通して得た学びと共通する
部分も多く、研修のテーマは地震・津波に限らず、台風・豪雨等
の自然災害とすることもできます。いずれの災害においても発
災直後は「自分で考え、自分の命は自分で守る、共に助け合う」
ことが重要であり、日ごろから考え、訓練しておくべきということ
は共通しています。普段から災害のイメージを持ち対策を検討
しておくことが重要と考えています。

（出典：高田松原津波復興祈念公園 国営追悼・祈念施設の施設案内1））
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東日本大震災から10年①

参考文献・資料等

1）高田松原津波復興祈念公園 国営追悼・祈念施設
＜https://takatamatsubara-park.com/＞（最終アクセス2020
年11月27日）

2）東日本大震災津波伝承館
＜https://iwate-tsunami-memorial.jp/＞（最終アクセス2020
年11月27日）

Q.遠方で訪問が難しい企業が伝承館の知見を自社へ
生かす方法はありますか？

これまで遠隔地の高校・大学と伝承館をWebでつなぎ、オン
ラインで施設見学や展示解説を試験的に実施したことがあり
ます。この時はマスメディアなど外部の協力のもと実現できま
したが、スムーズな運営を行うにはまだ数々の課題があり、継
続的に実施できるようになるにはまだ時間がかかると考えて
います。

現在は新型コロナウイルス対策などで遠方へ赴くことは難し
い状況ですが、今後は希望される企業があればその内容をお聞
きしながら、研修プログラムなどを検討したいと考えています。

Q.最後に災害リスクに備える企業や自治体にメッセージ
をお願いします。

いわてTSUNAMIメモリアルは年が明けますと、東日本大震
災津波から10年の節目を迎えます。伝承館から得る学びという
のは地震・津波にとどまらず、自然災害や様々な危機管理の場
面で応用することができます。ぜひご来館ください。

おわりに4

今回の伝承館の訪問とインタビューを通じ、伝承館では単
に当時の事実を展示、解説するだけではなく、そこから得られた

「教訓」を災害から人命と財産を守るべく「伝承」するために活
動している拠点であるとの印象を強く持った。

近年、毎年大規模な地震や風水害が発生し、被害も激甚化
する傾向にある。企業の防災力向上は従業員一人ひとりの防
災意識の向上を図ることなくして実現できない。しかしながら
多くの企業で行われている防災訓練や防災教育は、毎回似たよ
うな内容をくりかえすことが多く、形骸化した結果、参加者のモ
チベーションが高まらないという声を聴くことが多い。

突発的に発生する災害時は“津波てんでんこ”の事例のように
従業員一人ひとりが知識を持ち、考え、行動することが重要で
ある。そのためには各自が発災時の具体的なイメージを持ち、
取るべき行動や備えについて平時から考える機会を設けること
が効果的である。

伝承館を訪れ、映像記録やリアルな被災経験談に触れる
ことで発災時の状況を具体的にイメージすることができ、 
グループワーク等では一人ひとりが自ら考える体験を通じ災
害を「他人事」から「自分事」としてとらえることができるように
なる。

2021年に東日本大震災が発生して丸10年を迎えるが、南
海トラフ巨大地震や首都直下地震の不安は、ますます高まっ
ている。このような施設を活用した企業防災研修はＭＳ＆Ａ
Ｄインターリスク総研としても大いに推奨するものである。 
企業内での防災教育に具体的にどのように導入していくかにつ
いてお困りの際はＭＳ＆ＡＤインターリスク総研までご相談い
ただければ幸甚である。

以上
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健康経営

要旨
▪健康経営という条件（規制）が、新しいイノベーションを生む可能性があり、健康経営というマネジメントシステム自体

が、ヘルスケア・イノベーションに該当する。
▪健康経営の取り組み目標は、社員を健康にすることから始まり、エンゲイジメントや幸福等、さらに自律的社員やイノ

ベーティブな人材育成等の人材開発にシフトしつつある。
▪健康経営の取り組みは、「SDGs」に該当し、また「ESG投資」の「S」にも該当する。さらに「CSV経営」にも該当することか

ら、証券市場等の外部からの評価も得ることができる経営戦略である。
▪2020年より健康経営の国際標準規格ＩＳＯ化の取り組みが開始され、最短で2022年に制定される可能性がある。

ヘルスケアイノベーションとしての
健康経営と国際展開

１ ヘルスケア・イノベーション

「ヘルスケア・イノベーション」という言葉を聞いたことはあるで
しょうか？日本ではなじみが薄いですが、海外では、特に医療分
野におけるイノベーションを指し、ヘルスケア領域において使用さ
れています。例えば、アメリカを代表する医療機関であるメイヨー
クリニックでは、Center for Innovationを2008年に開設し、イノ
ベーションの創出に取り組んでいます。さらに“Transform”と題
し、様々な専門家を招き、ヘルスケアのイノベーションをテーマに
したカンファレンスも主催しています。一方、日本では、慶應義塾
大学医学部主催のビジネスコンテスト1）等がありますが、公的保
険適用とそれ以外とに区分けされるケースが多く、イノベーショ
ンはこれからといった印象です。

日本でのヘルスケア領域は、次頁図１のとおり公的保険適用に
なる厚生労働省管轄（中心の黄色）の市場と、公的保険適用外の
経済産業省管轄（黄色以外すべて）の市場があると考えられてい
ます。

世界に先駆けて高齢化社会に突入している日本では、医療費

の増大が止まりません。それに伴い産業も大きく成長しています。
公的保険は、2016年約49兆円（内訳医療約39兆円2）+介護約10
兆円3））から2025年には約63兆円4）に、支払いが増加すると見込
まれています。それ以外の産業では、図１のとおり2015年約25兆
円から2025年約33兆円になると予想され、公的負担の逓減だけ
でなく、健康増進や予防含め、多くのイノベーションが生み出され
ることが期待されています。それに合わせてヘルスケア産業も大
きくなることが予想されています。

２ 健康経営とヘルスケア・イノベーション

健康経営は、図１の左上に記載があるとおり、ヘルスケア産業
での伸びが期待される分野の一つとなります。前述の資料による
と、2016年に5600億円だったものが、2025年には7600億円5）にな
ると期待されています。また健康経営の顕彰制度への参加企業は
年々増えており（表１）、2020年春の時点で上場企業の1/4が参加
する程、多くの企業が取り組んでいる経営戦略となっております。

山野美容芸術短期大学特任教授
経済産業省 次世代ヘルスケア産業協議会 健康投資 WG専門委員

新
あ ら い

井 卓
た く じ

二 氏
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年度 健康経営
銘柄

健康経営優良法人
（ホワイト500)
/大規模法人部門

健康経営優良法人
/中小規模法人部門

2015 22
2016 25
2017 24 235 318
2018 26 539 776
2019 37 820 2503
2020 40 1481(500) 4723

ここでイノベーションについて考えてみましょう。経済産業省
は健康経営の普及を促進する際、参考にしたのが環境経営の事
例です。そして環境経営は、イノベーションを起こすと考えられて
います6）。理由は、環境規制が新たに始まることにより、企業が規
制に適応するために新しいイノベーションを創出せざるを得なく
なるためです。その結果新しい産業もできてきます。健康経営も
一種の規制と考えると、健康経営に適応するために、新しいイノ
ベーションとして“モノ”や“サービス”が創出され、新しい産業がで
きると考えることができるでしょう。さらに産業だけでなく、従来
の延長ではない、一から新しく健康経営をとらえなおしたマネジ
メントシステムなのかもしれません。実際、次のような指摘も受け
ました。

筆者は健康経営の研究者として、論文を海外も含め発表して
おります。先日、コロナ禍のさなか、過去の投稿先である海外の 

学会誌から、日本における健康経営の可能性について指摘を受
け学会発表の依頼を受けました。海外から見ると、日本の新型コ
ロナウイルス感染症の感染者が欧米に比べ少ないのは、国民性
やキレイ好き、遺伝子等様々な要因が考えられるなか、健康経営
も理由の一つではないかととらえられたからです。具体的には、日
本独自の健康経営という経営戦略を上場企業含め多くの企業が
取り組んでいることが、新型コロナウイルス感染症の罹患（りか
ん）者数を下げることに成功している要因の一つではないかと考
えられたのです。経済産業省の顕彰制度に用いる健康経営度調
査票には、感染症の予防も項目に含まれています7）。さらに、仮に
健康経営が新型コロナウイルス感染症の感染者の拡大に歯止め
をかけたのであれば、健康経営は、ヘルスケア・イノベーションそ
のものではないかと指摘を受け、学会での発表を依頼された次第
です。タイミングが合わず、発表はできませんでしたが、確かに日
本独自に発展した健康経営をマネジメントシステムとしてみると、
ヘルスケア・イノベーションととらえることもできると気づかされ
ました。

もう一つ、企業における健康経営の普及によって、健康な社員
が育った先に、健康経営をどうしたらよいかという課題がでてき
ました。今までは、健康な社員を増やすために、健診受診や予防、
健康増進施策等に取り組もうという流れでした。結果、先進的に
健康経営に取り組んだ企業では、社員のほとんどは健康体になっ
たという素晴らしい事例がでてきました。健康経営の目的は、健
康な社員を増やし、元気に働き、医療費の削減や生産性の向上を

健康経営

【図１】ヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の市場規模（推計）
（出典：未来投資会議構造改革徹底推進会合「健康・医療・介護」会合（第5回）資料［2018年４月13日］）

【表1】健康経営の顕彰制度

（出典：経済産業省 次世代ヘルスケア産業協議会 第22回健康投資WG 説明
資料より筆者作成）
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目指すということですが、今の取り組みは健康な社員を増やす“だ
け”で、また将来的に医療費の削減が期待できることにとどまっ
ており、それだけで良いのか？という疑問が浮かんできています。 
つまり健康は働く土台だが、土台が整ったのであれば、その先の
生産性の向上やイノベーションを目指すのが、健康経営の次の目
標や成果として自然なのではないかということです。そこで、健康
という土台を整えた社員にどうなって欲しいかという、人材開発
や育成の視点が追加されつつあります。例えば、健康経営の次の
目標を、イノベーションを起こせる人材の開発や育成とする等で
す。目的の変換のイメージは図２のとおりです。

このように健康経営の普及によりイメージアップ等多くの効
果8）を得ると同時に、その先のイノベーションを起こす人材開発
や育成等を見据えた健康経営の取り組みが、先進的な取り組み
企業において始まりつつあります。

健康経営とイノベーションといってもなかなかピンとこないと
思いますので、健康経営と人材開発の関係性について説明しま
す。まず、直近までに明らかになった健康経営の波及効果は図３
のとおり整理します。

健康経営に取り組むと最初に、健康や仕事量等に関し上司や
部下、また同僚同士でのコミュニケーションが上昇します。その
後、短期的に全員が受診する健康診断等で医療コストが膨らみ
ます。他に主観的健康観のプレゼンティイズム（何らかの疾患や
症状を抱えながら出勤し、業務遂行能力や生産性が低下してい
る状態）の減少やワークエンゲイジメント（仕事に関連するポジ
ティブで充実した心理状態）が上昇します。他に企業外の効果と
してメディアに掲載されイメージアップ等が図れます。

次に、人材開発の面からみると、キャリア支援等は、面談や研
修、副業支援等の手段を用いて、従業員の成長やイノベーティブ
な人材を目指す等があります。成果として、社員のモチベーション
や生産性、エンゲイジメントを高めます9）。

上記のように、健康経営の成果と、人材開発の成果は、多くの
点でかぶることがわかってきました。例えば、健康経営に取り組む
とヘルスリテラシーが向上します。これは、人材開発からみると従
業員の成長に該当します。さらに健康の行動変容まで到達できる
と、自律的社員の育成にも該当します。また健康経営に取り組ん
だ結果ロイヤリティー等が高まりワークエンゲイジメントが上昇
するのは、人材開発でみると研修等で会社への愛着が高まる等
に該当します。つまり、健康経営と人材開発は、補完的関係にあた
ると考えられるのです。イメージは次頁図４となります。

【図２】健康経営は新しい形へ　　　　　　　　　　　　　　　　（筆者作成）

【図3】健康経営の波及効果
（出典：経済産業省 次世代ヘルスケア産業協議会 第24回健康投資WG 説明資料「健康経営の効果」より筆者作成）
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ぜひ、健康経営と人材開発を両スパイラルに、多くの成果を得
ていきましょう。

３ 健康経営のＩＳＯ化とその先

産業界のムーブメントになった健康経営には、新たな動きも
あります。それが、健康経営の国際標準規格ISO化です。2020年
6月に正式に経済産業省より一般社団法人社会的健康戦略研
究所に委託され、取り組みが始まっています。目的は、日本で成
功した日本初のマネジメントシステムである健康経営の海外輸
出になります（図5）。

すでに健康経営の海外輸出には事例があり、2019年にスリラ
ンカにおいて日本の健康経営表彰制度を模した「スリランカ健康
経営アワード」が開催され、応募のあった現地企業30社から、従
業員数で分けた四つのカテゴリーごとに、ゴールド（最優秀賞）企
業、シルバー（優秀賞）企業を発表しました10）。そこでは、「アワー
ドの評価基準は、日本で広く実践されている健康経営手法をベー
スに作成した国際規格（BS－PAS3002）を、スリランカの企業事
情に合わせてアレンジしたもの。」とあり、すでに国際規格を見据
えた動きが始まっており、2020年度から本格的に世界展開への
取り組みが始まりました。

具体的には、まず健康経営の１号規格（マネジメントシステム規
格）ができ、その後、子規格さらに孫規格が作成されます。イメー
ジは図６のとおりです。

 

ちなみに、ISO化における健康経営の英語表記は、Well-Being 
Management Systemとなり、経済産業省が海外向け説明
で使用しているHealth and Productivity Management 
Systemとは違っておりますので、注意が必要です。スケジュール
は、コロナ禍の影響で遅れ気味ですが、国内委員会と国際委員会
とのやり取りを経て、最短で2022年10月の制定を目標としていま
す。具体的には、STAGE 1.新規提案（NWIP）→STAGE 2. WG
内での検討（WD）→STAGE 3. TC（専門委員会）/SC（分科委
員会）内での検討（CD）→STAGE 4.ISOの全加盟国への意見
照会（DIS）→STAGE 5. 最終国際規格案の正式投票（FDIS）
→STAGE 6. 国際規格の制定（IS）となります。本稿執筆時点で
は、STAGE 1. がちょうど始まったところです11）。ISO化に成功し
世界に健康経営が普及すれば、随分先になりますが、2025年の
大阪万博開催の際は、「健康経営館」などというものも出来てい
るかもしれませんね。

【図４】健康経営と人材開発の関係と期待される成果
（出典：参考文献9）を基に筆者作成）

【図5】健康経営先進国日本の世界に果たすべき役割
（出典：経済産業省 次世代ヘルスケア産業協議会 第22回健康投資WG 説明資料）

【図6】第1号規格に続くシリーズ規格の構想
（出典：経済産業省 次世代ヘルスケア産業協議会 第22回健康投資WG 説明
資料より筆者作成）

第一号規格（マネジメントシステム）

子規格
（デバイス）

孫規格
（ウエラブル）

子規格
（分析方法）

孫規格
（？？？）

子規格
（食事指導）

孫規格
（？？？）

健
康
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最後に、アメリカ証券取引委員会（SEC）から、2020年8月、従
来は非財務情報であった「人的資本」を、企業の重要事項として
今後開示を求める可能性がある12）旨の告知があったことに触れ
ておきます。具体的には、社員数だけではなく、人材のリクルート
やトレーニング、システムを対象としています。健康経営は、福利
厚生制度とともにシステムに該当すると想定されます。こうした 
アメリカの流れは、健康経営が進んでいる日本ではよい流れのよ
うにも感じます。他に、健康経営は、SDGsの「3.すべての人に健康
と福祉を」と「8.働きがいも経済成長も」に該当し、またESG投資
では、“S”のSocialに該当します。さらに、新しい経営手法である
CSV経営13）にも該当すると考えられます（図7）。健康経営は主に
社員向けの取り組みですが、このように証券市場等の外部からの
評価も得ることができる経営戦略です。ぜひ経営陣と一緒に外部
に発信していき証券市場等の外部からの信頼も獲得しましょう。
ESG/SDGs関連の情報の開示とともに、今後の展開を注視して
いきましょう。

以上

【図7】健康経営の証券市場等の外部評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（筆者作成）
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要旨
▪中国の日系企業におけるコロナ禍への対応では、罹患（りかん）・隔離といった直接的なリスク以上に、駐在員が任地に

戻れない、オフィスや工場に立ち入りできないといった副次的なリスクが顕在化し、多くの企業がリスク対応に追われ
た。このような経験を経て、事業継続計画（ＢＣＰ）構築に取り組む海外現法が増えている。

▪海外事業は国内よりも不確実性が高いため、特定リスクに対応するＢＣＰではなく、様々なリスク事象に幅広に対応でき
るＢＣＰの構築を志向することが求められる。

▪本稿では、中国でコロナ禍が日系企業に与えた影響を振り返りつつ、海外現法に適したＢＣＰ構築のポイントについて
説明する。

コロナ禍の教訓を踏まえた
海外現法での
ＢＣＰ構築のポイント

１ コロナ禍において中国の日系企業が
経験した事業継続リスク

筆者は中国・上海に勤務し、現地の日系企業に対するＢＣＰ構
築のコンサルティングに従事している。今般のコロナ禍では、中国
で最初に感染が拡大したこともあり、多くの日系企業が、前例の
ないリスク対応に追われることとなった。

次頁図1は、中国における新型コロナウイルス感染症の感染者
数の推移と、日系企業に大きな影響を与えた事象を時系列で整
理したものである。2020年1月下旬より本格化した感染拡大は、2
月中旬には早くもピークアウトしたものの、その後も様々な要素が
企業の事業再開に影響を及ぼした。以下に主な影響を振り返る。

⑴駐在員が任地に戻れない

中国における感染拡大は、多くの駐在員が日本に帰省していた
春節休暇（2020年は1/24～1/31）中に本格化し、3月末には中国
政府が外国人の入国を事実上停止したため、日本に一時帰国し
ていた駐在員が長期にわたり任地に復帰できない事態が多発し
た。また、定期異動による4月の新任赴任者の渡航も大きく遅れ
ることとなった。これにより、多くの日系企業では、日本人の経営 

トップや幹部層が現地を長期離脱した状態で、緊急事態に対応
しなければならない状況が数カ月続いた。

⑵オフィスや工場に立ち入りできない

従来、企業の感染症対策は、マンパワーの不足（社員の罹患（り
かん）、隔離）への対策を検討するのが一般的であったが、今般の
コロナ禍では、職場が利用できない状況が大きなネックとなった。
当局の命令や指導により、オフィスや工場などへの立ち入りや操
業が制限される状況が続出したためである。感染多発地域に訪問
歴がある人の立ち入りが禁止されたり、操業再開の条件として、当
局による現場検査（職場の感染対策が十分か）が必須となるケー
スがこれにあたる。このほか、職場内へ同時に立ち入りできる人数
が制限されたり、長時間の滞在が制限されるケースもあった。

⑶在宅勤務・テレワークへの急激な移行

中国では、長期休暇期間中に感染が急拡大し、休暇明け直
後より当局による出社・操業制限が始まったため、多くの企業
は準備を整える間もなく在宅勤務・テレワークへの急激な移行
を強いられた。そのため、在宅勤務者用の業務パソコンの不足、 

瑛得管理諮詢（上海）有限公司［インターリスク上海］
董事総経理　　　　　　　　　飯

い い だ
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春節 休暇延長 事業再開①（段階的な操業再開）

3/11 WHO パンデミック宣言

4/8 武漢封鎖解除
日本、緊急事態宣言発効

事業再開②（日中状況逆転）

1/23 武漢封鎖
1/24 武漢レベル3
（渡航中止勧告）

1/31 全土レベル2
（不要不急の渡航中止）

3/28 外国人の入国停止
3/31 全土レベル3（渡航中止勧告）

3/3 入国者の隔離開始（上海市など）

2/12 日本外務省声明（一時帰国を至急検討せよ）
2/14 浙江省温州レベル3（渡航中止勧告）

春節前

1/9 初の死者
1/20 政府、ヒト×ヒト感染を認める

出社して初めて利用できる業務システムやデータ、会社に保管し
ている印鑑や重要書類などがネックとなり、重要な業務の遂行に
支障が生じる事態が多数発生した。

⑷日本本社からの人的な支援が得られない

3月末からの渡航制限により、日本などからの出張者を受け入
れることができなくなった。特に製造現場などにおいて、従来は本
社側から日本人技術者が定期的に中国に出張して支援を行って
いたような高度な業務の遂行に大きな支障が生じた（一方で、日
本からの支援者に頼れない状況が続いたことで現地スタッフの
経験値が上がり、現地の技術レベルが向上するという思わぬ効
果があったとの声も一部に聞かれた）。

⑸事業再開に必要なマスクや消毒液の不足

中国でもマスクや消毒液が極端に品薄となる状況が発生し、一
時は防疫用品の確保が企業の最大の関心事の一つとなった。操
業再開に必要な分量を確保できないために操業再開時期を遅ら
せたり、出社人数を制限するといった判断を行った企業もあった。

２ 海外現法におけるＢＣＰ構築のポイント

海外での事業継続に影響を及ぼすリスクは多岐にわたるた
め、特定のリスクに絞ってＢＣＰを構築するのでは活用局面が
限定されてしまう。したがって、海外事業を取り巻く不確実性に
かんがみ、「現時点で想定しえないような未知のリスクも含め、 

何が起こっても相応に対応できる」オールリスク型のＢＣＰを志
向する必要がある。

以下に筆者が推奨するＢＣＰのモデルについてポイントを説明
する。

⑴四つのパーツでＢＣＰを構成する

表１にある四つのパーツでＢＣＰを構成することにより、どの局
面でどの文書を参照すればよいか明確にする。このうち、①④は
リスクを限定せずにオールリスク型で整備する。②③はリスクを
分けて整理するが、両方を整備しておくことにより、様々な突発的
リスクへの対応が可能になる。

以下に各パーツに記載・検討する事項について説明する。

【図1】中国における感染状況と日系企業の対応　　　　　　　　（出典：百度 新型冠状病毒肺炎 疫情実時大数据報告を基に筆者作成）

【表１】ＢＣＰを構成する四つのパーツ

（筆者作成）

四つのパーツ 文書の内容

全般（総則） ①総則編
ＢＣＰ方針、全社の重要業
務、復旧目標、緊急体制
などを整理（リスク共通）

緊急時対応
（全社共通対応）

②災害
　対応編

③感染症
　対応編

リスクごとの緊急時対応
手順を時系列で整理（リ
スクごと）

事業継続対応
（部門ごと） ④部門編

各部門の重要業務の継
続策をバッドシナリオ（人
がいない、モノがない、シ
ステムが使えない…）ご
とに整理（リスク共通）
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【図1】中国における感染状況と日系企業の対応　　　　　　　　（出典：百度 新型冠状病毒肺炎 疫情実時大数据報告を基に筆者作成）

①総則編
総則編では、リスクの種類を問わず共通の決め事について記載

する（表２）。特に、優先的に復旧すべき重要業務を定めることは、
緊急時における社内の意思統一の上でも、平時よりメリハリをつ
けた事前対策を進める上でも重要といえる。

②災害対応編
災害対応編では、自然災害、火災爆発などの突発的なリスクが

顕在化した際の実施事項を時系列に沿って整理する。緊急時に
素早く具体的なアクションを実施できるよう、アクションプラン・
チェックリスト形式（誰が、何を、いつまでにといった点を明確に
する）で整理する。

なお、地震、火災、風水災、テロなど、リスクの種類が異なっ
ても、実施事項に違いが出るのは発災直後の比較的短時間に 

限られ、その後の事業復旧において必要となる対応はリスクを問
わずおおむね共通となる。そのイメージを図２に示す。

③感染症対応編
感染症対応編では、強毒性で感染力が強い感染症の発生を想

定し、流行フェーズに応じた感染予防策を、災害対応編と同様に
アクションプラン・チェックリスト形式で整理する。流行フェーズ
には、公的な基準を設けている国もあるが、今般のコロナ禍では、
フェーズ移行の基準が不明確であったり、フェーズ移行のタイミ
ングが感染拡大の実態に後れを取る状況も散見された。感染拡
大の実態に合わせて、遅滞なく必要なアクションを開始するため
に、社内ルールとしての流行フェーズの基準を設けることをお勧
めする。次頁表３はその作成例である。

感染症対応のアクションプランのイメージは次頁図３のように
なる。感染症対応編の冒頭にアクションプランを置いて感染症対
応の全体像を示し、文書内で個々の実施事項について具体的な
対応要領や注意事項を順に記入していく。

なお、フェーズ３以降は、社員や家族から感染者・感染疑義者が
発生する可能性があることを想定し、ケース別の対応ルールを整
備しておくことも重要である。

④部門編
部門の重要業務（例：製造部門＝主力製品●●の生産、財務部

門＝資金繰りと対外支払、IT部門＝基幹システムの稼働維持）を
緊急時にも継続、もしくは速やかに復旧することを目的に、部門ご
とに整備する。部門編で検討する内容は次頁表４のとおりである。

なお、表４の「経営資源ごとの対策」にある検討手順を、ボトル
ネック分析という。ボトルネック分析はＢＣＰの構築全体の中で
も特に重要な作業であるが、海外現法でこのような分析を部門 

【図２】リスク共通のアクションプランイメージ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（筆者作成）

項目 記載内容

ＢＣＰの目的 人命第一、事業の早期復旧、地域貢献といった目的
を記載する

重要業務
目標復旧時間

緊急時にも停止が許容されない、万が一停止した場
合には速やかに復旧すべき重要業務と、その目標復
旧時間を記載する

想定リスク ＢＣＰで対処するリスクを列挙する（自然災害、感染
症、火災爆発、テロ、デモ・ストライキなど）

平常時対応 平常時からの備えとして実施すべき事項と担当部署
を記載する

緊急時対応
安否集計や被害確認、災害時広報といった緊急時
特有の業務を効率よく処理できるよう、組織体制・役
割分担を明確化する

（筆者作成）

【表２】総則編の主な記載事項
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フェーズ ０ 未発生期 世界で感染が発生していない　
フェーズ １ 海外発生期 海外でヒト×ヒト感染が発生
フェーズ ２

国内発生早期　
地域未発生期 国内の他地域でヒト×ヒト感染発生　

フェーズ ３ 地域発生早期 国内の自地域でヒト×ヒト感染発生　

国内感染期
フェーズ ４ 地域感染期 国内の自地域でヒト×ヒト感染拡大
フェーズ ５ 小康期 国内の感染が収束段階

【表３】感染症流行フェーズの基準例

※強毒性かつ感染力が強い感染症を想定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（筆者作成）

【図３】感染症対応のアクションプランイメージ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （筆者作成）

項目 検討・記入する内容

重要業務
◦部門の重要業務（緊急時にも停止が許容されない業務）
◦各々の重要業務の目標復旧時間（発災からいつまでに復旧する必要があるか）
◦各々の重要業務の遂行可能場所（職場に出社しなければ遂行できないか、自宅やホテルでも実施できるか）

システム・データ
自部門の重要業務の遂行に必要不可欠な業務システム・データごとに、以下の情報を整理する
◦システム：サーバ設置場所、バックアップ有無（バックアップサーバの設置場所）
◦データ：データ保管場所、バックアップ有無（バックアップ頻度、バックアップ方法）

経
営
資
源
ご
と
の
対
策

ヒト

以下の手順で、経営資源（ヒト）へ対策を検討する
①重要業務の遂行に必要不可欠な経営資源（ヒト）を列挙する（決裁者、スキル保有者、資格保有者など）
②上で列挙した経営資源（ヒト）ごとに、その経営資源が利用できなくなる緊急事態シナリオを書き出す
③緊急事態シナリオが発生した場合の応急対策をシナリオごとに検討して記入する
④緊急事態シナリオが発生した場合にも、その経営資源（ヒト）が利用できる、もしくは影響を低減するための事前

対策をシナリオごとに検討して記入する
モノ （上の行のヒトをモノに読み替えて同様に検討）
システム （上の行のヒトをシステムに読み替えて同様に検討）

場所

以下の手順で、経営資源（ヒト）への対策を検討する
①通常の業務場所が使用できない場合の代替策を検討して記入する（在宅勤務、他拠点へ移動するなど）
②工場の操業が長期停止する場合の対策を記入して検討する（他工場での代替生産、製品在庫の活用など）
③①②で挙げた個々の対策の実効性を高めるため、平時より検討すべき事前対策を整理する

【表４】部門編で検討する内容

（筆者作成）
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新型コロナ

ごとに実施できている企業は多くないと思われる。ボトルネック
分析の実施例を表５に示すので、各社における検討の参考として
いただきたい。

各部門が「事前対策」として抽出した項目は、事業継続力を高
める上で重要な課題となるが、課題解消にコストや時間を要する
ものが少なくないはずである。課題への対応を部門任せにするの
ではなく、会社全体で課題を集約した上でカテゴリー分けや優先
順位付けを行い、優先度の高いものから全社課題として対応して
いくことが望ましい。

⑵その他の留意点

本稿で提示したＢＣＰのモデルは、中国での業務経験をベース
としているが、リスクを特定しないオールリスク型を志向したモデ
ルであり、他の海外拠点でも同様に活用できるはずである。個々
の拠点が個別にＢＣＰに取り組んでいるケースも少なくないが、
このようなモデルを統一的に利用することによって、異なる法人
でも共通の考え方に沿ってＢＣＰを構築することができ、拠点間
のノウハウ共有にも役に立つと思われる。

なお、ＢＣＰの戦略は復旧戦略と代替戦略に大別できる。前者
は、被災拠点を復旧し操業を再開するための戦略、後者は被災
拠点の復旧に長期を要することを想定して、他のグループ拠点で
代替生産などを行う戦略である。海外現法が個社単位でＢＣＰ
を構築する際には、復旧戦略を中心に取り組むことをお勧めした
い。代替戦略は、本社（製品事業部など）が自社の生産体制をグ
ローバルに俯瞰（ふかん）して検討することでこそ、実効性が確保

できると考えるからである。海外現法がＢＣＰ構築に取り組むに
あたっては、この点の役割分担を本社との間で明確化しておくこ
とが重要である。

３ 「経験知」を「形式知」に変える

海外でコロナ禍への対応にあたった駐在員や現地社員は、 
その国・地域ごとの状況に応じた様々な出来事を経験した。この
ような対応を通じて得た教訓や反省は、個々人の経験に留める
のではなく、ＢＣＰの構築や見直しなどを通じて文書化（形式知
化）しなければ、会社の財産として後進に引き継ぐことはできない。

多くの日系企業において、海外駐在員の任期は4～5年程度が
平均的と思われる。今般、各国でコロナ禍への対応にあたった駐
在員も、数年もすれば日本や他の拠点へ異動している可能性が
高い。また、日本より人材の流動性が高い国では、現地社員も数
年で大きく入れ替わることも十分に想定しなければならない。

今般のコロナ禍への対応において、海外現法で中心的な役割
を担ったメンバーが入れ替わった後、個々のリスク対応で得たは
ずの教訓やノウハウが散逸してしまうことは海外現法にとって大
きな損失である。できるだけ早く、コロナ禍から得た教訓や反省を
しっかり総括し、ＢＣＰの構築・見直しに取り組むことが望まれる。

以上

（筆者作成）

【表５】ボトルネック分析の実施イメージ
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運転リスク

要旨
▪高齢運転者が第1当事者注１）となる死亡事故の傾向を統計分析から紹介する。
▪事故は複合的な要因により生じるが、統計に見られる高齢運転者の死亡事故の背景には加齢に伴う身体機能（特に

視機能）の低下と認知機能の低下が大きな要因として考えられる。
▪個人差はあるが加齢に伴うこれらの機能低下は避けられない。視機能・認知機能に関してはその機能改善に特化した

日常的な訓練により機能低下の改善や低下の速度に歯止めをかけ緩やかにしていくことが可能であることが報告され
ている。

▪そのような研究成果の社会実装化された訓練用の課題を用い、MS&ADインターリスク総研では運転のための視機
能・認知機能トレーニングツールABCDを開発した。

▪トレーニングツールは株式会社NeU取締役CTOの川島隆太博士（東北大学加齢医学研究所所長）、株式会社NeU、
NPO法人高齢者安全運転支援研究会の協力を得て開発された。今後も高齢運転者の安全運転を支援できるメ
ニュー開発を継続的に行っていく。

高齢運転者の運転リスクとなる
機能低下とその改善ツールの開発

１ 高齢運転者が第１当事者である
死亡事故の統計について

高齢運転者による交通事故が毎年のようにニュースで大きく
取り上げられ社会問題化している。「高齢運転者による痛ましい
死亡事故は年を追って増加している」という論調のSNS等での
警告も目にする。それに合わせるかのように道交法改正で高齢者
の免許更新制度が数年単位で変わり、そのハードルはますます
高くなっているようだ。では高齢運転者の事故の何が問題なので
あろうか。それを確かめるため、警察庁が集計した2019年度全国
交通事故統計データを見てみよう。

高齢者とは通常65歳以上の人を指す（WHO定義）が、事故統
計上顕著な傾向が表れるのは75歳以上からである。そこで以下

～視機能・認知機能トレーニングツールABCD
（Active Brain CLUB for Driver）～

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第二部　交通リスク第一グループ
マネジャー・上席コンサルタント　 　 　 中

な か い

井 大
だ い す け

介

で紹介するデータでは「高齢運転者」を75歳以上で運転免許を
所持し原付以上の車両を運転する者としている。

75歳以上の高齢運転者による死亡事故件数は2019年（令和元
年）では401件となっているが、過去10年をみてもほぼ横ばいで推
移している。「高齢運転者による死亡事故件数が増加している」と
いう表現は適切ではない。全体の死亡事故件数が減少している
ので相対的に占める割合が増加したと考えられるからだ。しかし
全体の死亡事故件数に占める75歳以上の運転者の割合はやや
増加傾向にある（次頁図1）。

次に事故の第1当事者の年齢層別の事故類型に関する統計
データを見てみよう（次頁図2）。

死亡事故の事故類型別件数で第1当事者を75歳未満と75歳
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運転リスク

高齢運転者の運転リスクとなる
機能低下とその改善ツールの開発

以上に区分して比較してみると、75歳以上で多発する事故類型
は、工作物衝突（77件）、出会い頭衝突（67件）、正面衝突（60件）、
路外逸脱（55件）となっている。一方75歳未満の事故類型別死亡
事故は、多い方から横断中人身（612件）、工作物衝突（381件）、横
断中以外人身（319件）、出会い頭衝突（257件）となる。75歳未満
で最も多い人対車両事故の割合は75歳以上では減少し、一方で
工作物衝突・路外逸脱という車両単独事故が急増し、他にも正
面衝突・出会い頭衝突という車両相互事故もその割合を増やし
ている。

こうした死亡事故の第1当事者の事故について要因別にみる
と、次頁図３に示すように75歳以上運転者においては操作不適に
よるものが大きく増加していることがわかる。次いで安全不確認
と内在的前方不注意となる。

この操作不適の主なものが「ハンドル操作不適」だが、75歳 

未満の運転者と比較して割合が著しく増えるのが「ブレーキとア
クセルの踏み間違い」である。「工作物衝突」「路外逸脱」などの車
両単独事故はこうした「操作不適」によるものが多く、「出会い頭」
は「安全不確認」「前方不注意」によるものが多いものと考えられ
る１）。この事故類型と人的要因の関係は全年齢層で傾向としては
同じであるが、非高齢者層と高齢者層とではその背景にある運転
リスクに違いがある。それが事故類型・人的要因の比率の変化に
表れている。そのことについて詳述しよう。

交通事故の要因は人的要因に限るものではなく、交通環境、自
然環境等いくつもの要因が偶然重なり合って発生するものであ
るが、事故類型・人的要因の傾向をみると高齢運転者固有の運
転リスクが事故の背景に深刻な課題を生じさせている可能性が
ある。

【図1】75歳以上原付以上運転者（第1当事者）死亡事故件数の推移　　　　　　　　　（出典：警察庁）

【図2】原付以上運転者（第１当事者）事故類型別・年齢層別死亡事故件数
（出典：警察庁データを基にMS&ADインターリスク総研作成）

運
転

リ
ス

ク
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２ 高齢運転者固有の運転リスクとは

高齢運転者の運転リスクを説明するには、まず「運転行動」で
使われる身体・器官についての理解が必要である。一般的に運転
行動のモデルは「認知⇒判断⇒操作」で表している。「認知」とは
視覚・聴覚など身体の感覚器官を通じて周りの状況を把握するこ
とである。「判断」とは認知した結果に基づいて、どのように車を操
作すべきかを決定することである。そして「操作」は認知と判断に
基づいて手足の骨格筋に指示を出し具体的な運転操作を行うこ
とである。運転はこの流れをまさに瞬時に連続的に行っているも
のである。図4はこれを身体・器官のイラストで表したものである。

この図を見れば安全な運転を続けていくうえで感覚器官（運転
では特に眼）や「脳」を健全に保つことが特に大事であることが直
感的に理解できるであろう。

75歳以上の高齢運転者による死亡事故の統計データに表れる
事故形態や人的要因の比率の変化について、先行研究2）や高齢

運転者交通事故防止対策に関する有識者会議の成果3）4）から示
されるように、加齢に伴う身体機能および認知機能の低下が主
因となっていると考えられている。身体機能の低下は加齢に伴う
反射神経の鈍化や身体の柔軟性、筋力の衰え等が適切な運転操
作の妨げとなると考えられている。とりわけ目の老化による視機
能の低下による影響が大きい5）。視機能の低下とは運転に必要な

「明暗順応」「深視力」「静体視力」「動体視力」「夜間視力」「有効
視野」などの機能低下を指す。認知機能の低下は、神経変性疾患
等によるMCI（軽度認知障害）注2）・認知症へ進行する過程で急速
に起こり、運転行動にエラーを生じさせるリスクが高まる。

しかし、これらの機能の低下がそのまま事故に結びつくわけで
はない。こうした低下に無自覚なまま「今までどおりの同じ感覚」
で運転をしていることが事故につながる可能性を大きくするので
ある。非常に厄介なのは、自分ではなかなか視機能や認知機能
が低下していることに「気づけない」ことである。75歳以上の高齢
運転者の約7割以上が「自分の運転には自信がある」とする調査
結果6）もある。視機能・認知機能の低下に伴って運転能力が低下 

【図3】自動車運転者による年齢層別死亡事故の人的要因比較　（出典：警察庁データを基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図4】運転行動で使われる「認知⇒判断⇒操作」の身体・器官イメージ　　　　　　　　　　　　　　　　　（筆者作成）
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しているにもかかわらず、「今までどおり安全な運転を意図して実
行している」という認識でいることが、結果として不安全行動につ
ながり、それにより事故が生じる可能性が高まるのである。自ら
の加齢に伴う運転能力の低下を自覚し、これを補うために、自身
の体調や天候、道路状況などを考えて運転することを避けたり、
速度・車間距離・予測などにおいて安全なゆとりを増やす運転方
法をとるなど、運転行動を変えることで初めて事故のリスクを遠
ざけることができる。

これら身体機能・認知機能の低下は、生理的老化によって生じ
る不可逆的なものである場合が多いが、個人差も大きい。病的老
化によっても機能は低下するが、その場合は治療・生活改善等に
より回復する可逆的なものである。生理的老化だけが進行してい
る人は極めてまれで、多くの人の場合、病的老化も同時に進行す
る。生理的老化は、身体や精神のいかなる疾患の影響も受けず
に、加齢のみの影響によって生体に起こる変化である。この生理
的老化の進行は食事や運動など生活習慣の改善や知的活動な
どでその進行をより緩やかにすることができることが分かってき
ている。人生100年時代という言葉が現実味を帯びてきている昨
今、人間の平均寿命は延伸されている。病的老化を防ぎ、生理的
老化の進行を遅らせる方向に働きかけていけば、加齢による変化
は受け入れて事故を起こしにくい運転行動をとりつつ、健康的で
活動的なシニアライフを車の運転とともに長く過ごすことができ
るのである。

人間の生理的な寿命とは別に「運転寿命」という言葉がある
が、実車指導や身体機能と認知機能へ働きかけるトレーニング
等によって運転能力の維持と適切な運転行動を実践できれば、
高齢者の運転寿命も生理的な寿命と同様に延伸できる可能性
がある。

３ 視機能と認知機能の
改善トレーニングツール「ABCD」

このように高齢運転者固有の運転リスクである身体機能や認
知機能の低下の進行を緩やかにすることが運転能力の維持につ
ながることから、MS&ADインターリスク総研では現在、運転者が
日常的に楽しく継続できて効果も期待できるトレーニングツール
やプログラムの開発を進めている。社内の基礎研究・最新技術開
発情報の分析部門との連携や、筆者が所属する日本認知症予防
学会の講演集会での知遇などを通じて様々な研究者や企業関係
者とお会いする中でいくつかの具体的な開発プランを立てている。

その中で生まれた一つが今回ご紹介する「ABCD(Active 
Brain CLUB for Driver)」である。

はじめにお断りしておかなければならないが、ABCDは医療機
器ではなく、また有用性には個人差があり、すべての人に共通す
るものではないことをご承知おきいただきたい。

さて、本機は運転能力維持・向上のため視機能と認知機能の
改善を図るトレーニングアプリを搭載したものである。

主な特徴は以下のとおりである。
◦「眼トレ」で眼球運動を促し、周辺視野の拡大等が期待できる
◦「脳トレ」課題実施中にリアルタイムで脳の活性化の様子を

可視化でき実感できる
◦運転能力低下の兆候を自己チェックできる
◦動画や読み物で運転能力の低下について学習できる 
本機の構成はABCDトレーニングアプリの入ったタブレット・

スマホ端末と脳血流を測定するセンサーを搭載したヘッドセット
である（図5）。

本機の最大の特徴は、世界最小・最軽量（2020年10月末現
在）の脳活動計測装置（図6）で脳の活動状態をリアルタイムに
可視化しながら「脳トレ」を行える点である。「脳トレ」の効果は 

運転リスク

【図6】ヘッドセット裏面（赤丸で囲った箇所が脳活動センサー）【図5】ABCDセット
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トレーニング中の脳の背外側前頭前野の活動量と相関すること
が脳科学研究の分野で確認されており、この装置で脳の活動の
状態を確認しながらトレーニングできるので、より効果的に脳の
背外側前頭前野を鍛えることが可能である。

以下で少し詳しく用途別に内容を紹介する。

①現状をチェックする
運転継続チェックアプリ：運転に必要な「脳」の働きを「運転脳」

と定義し、加齢に伴い生じやすい運転脳の低下と結びつく運転
中の違和感に関する11の質問に答えることで自身の運転継続に
必要な運転脳をチェックする。診断結果は点数で表示され、100
点満点で60点未満だと運転脳の低下を示唆する。

脳年齢チェックアプリ：簡単な四則計算問題を1分以内にでき
る限り多く解く課題をやることで脳の前頭前野を中心とした領
域の脳年齢を測る。脳の前頭前野は運転動作の司令塔の役割を
しており、運転能力を維持するうえでとても大切な部位である。 
診断結果は脳年齢〇〇歳と表示される。

チェックをすることでトレーニング実施前とその後の点数や年
齢の変化を確認することができる。

②トレーニングを継続的に行う
「眼トレ」アプリを使って視機能改善を図る。本アプリの狙いは

眼筋を鍛えて動体視力・眼球運動・瞬間視・周辺視野などの機能
を改善する効果である。
「脳トレ」アプリを使って認知機能改善を図る。本アプリの狙

いは頭の回転力・集中力・ワーキングメモリー・注意力・予測
力などの運転に関わる認知機能を改善する効果である。また、 
トレーニング中にヘッドセットを装着しているとヘッドセットの 

脳活動計測装置が左背外側前頭前野の血流量を測定し、血流
量の増加に伴いアプリ画面の背景が灰色⇒青色⇒緑色⇒黄色
⇒赤色へと変化するので脳神経活動の賦活化がイメージできる。
トレーニング中の利用者は「アタマが頑張っている」ことが実感で
きる（図7）。こうした視覚化によりニューロフィードバック（脳の
局所的部位の血流情報をフィードバックしながら脳の活動を制
御できるようにすること）のトレーニング効果も期待できる。

 
③加齢に伴う運転能力の変化について学習する

アプリには、20編ほどの高齢運転者の安全運転のポイント読み
物が入っており、加齢に伴う身体機能と認知機能の低下がもたら
す運転能力への影響などについて500文字前後のコラムで解説し
ている。また、YouTubeで川島隆太博士の「脳と運転」の解説動
画も観ることができる。

いつでも好きなときにどこでも「脳トレ」「眼トレ」をそれぞれ10
分ぐらいの訓練で週5日以上継続していくと、視機能・認知機能の
改善が図れ、その結果運転能力の維持向上につながることが期
待できる。

４ ABCD開発に生かされている
知見について

ABCDの各種機能は様々な分野での知見やノウハウに裏付
けされたものである。まずプラットフォームは株式会社NeUの脳
活動計測装置と脳トレ専用アプリの組み合わせ「ABC(Active 
Brain CLUB)」である。同社取締役CTO兼東北大学教授川島隆
太博士が企画開発した「脳トレ」ツールで、これを運転能力向けに

【図7】脳トレ中に画面背景色が脳血流量の変化により変色する　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：株式会社NeU資料）
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注）

１）「第１当事者」とは、最初に交通事故に関与した事故当事者のうち最も過失の重
い者をいう

2) MCI（軽度認知障害）：認知症の前段階の症状。認知機能の低下がみられるが社
会生活や日常生活に困難をきたす程度ではない状態を指す。そのまま何も対応
しないと認知症を発症する確率が高い状態

運転リスク

監修いただいた。脳活動計測装置は光トポグラフィ技術（NIRS）
を発展・改良した製品である。脳血流変化で脳活動の賦活度を
測定できる。東北大学川島研究室による実験では、6週間の認知
機能トレーニングで高齢運転者の自動車運転技能と認知機能が
向上することが確認できた7）。本機の「脳トレ」にもその成果が生
かされている。
「眼トレ」の機能についてはNeU社を通じて株式会社SRJの速

読トレーニングシステム「TERRACE」をベースに設計されたト
レーニングツールを使用している。本ツールにはスポーツビジョ
ンの第一人者である愛知工業大学の石垣尚男教授の理論が反
映されている。
「運転継続判定アプリ運転脳チェック11」はNPO法人高齢者

安全運転支援研究会が開発したアプリである。同研究会とは高
齢運転者の運転挙動に関する共同研究を続けており、ABCD開
発にあたり運転認知機能の低下で生じやすい運転上の「うっか
り」や「ヒヤリ」とした状態の程度で運転への影響度を判定できる
この機能をチェック機能としてぜひ取り入れたく、ABCDへの組
み込みをご賛同いただいた。
「高齢運転者の安全運転のポイント」は、ＭＳ＆ＡＤインターリ

スク総研が、交通安全コンサルティング業務を通じて高齢運転者
における運転リスクを調査・分析して得たノウハウを生かし、危険
な状態やその対策などをポイントにまとめたコラムとしてシリー
ズの読み物を提供した。

MS&ADインターリスク総研が開発したABCDでは、このよ
うに分野が異なる要素技術や専門性をひとつにまとめることで、

「チェック」「トレーニング」「学習」という対策をワンストップアプ
リで実現し、手軽に楽しくかつ効果的に運転能力の維持向上を
図ってもらうという狙いが実現できたと考える。ABCDは2020年
12月現在β版3セットが配備された段階であり、今後の活用普及
に向けた展開を準備中である。

高齢運転者の交通事故ゼロの実現を目指しつつ、一方で自
動車の運転を通じて活動的で楽しいシニアライフを多くの高
齢運転者に過ごしていただけるような未来に近づくことを筆者
は願っている。ツールの普及・活用がその一助となれば幸いで
ある。

以上
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労働災害

要旨
▪化学物質による休業4日以上の労働災害は年間500件程度発生している。そのうち特定化学物質障害予防規則や有機

溶剤中毒予防規則など個別の規則で製造・取り扱いに際して、具体的な措置（排気装置の設置、マスクの着用など）が
求められる特別規制対象物質（特定化学物質、有機溶剤、鉛、四アルキル鉛）を原因とするものは約2割で、規制対象外
の物質に起因する労働災害が多く発生している。

▪	化学物質の有害性には発がん性などの重篤なものも多く、化学物質にさらされてから疾病が発症するまでの期間が数
十年を要する「がん」などの疾病もあり、初期の段階では自覚症状がないため、診断が遅れる可能性がある。手遅れに
なると有効な治療法を見出せない可能性があるため、労働者が自ら危険有害性をラベル・安全データシート（SDS）によ
り認識することが重要となる。

▪2016年6月1日、労働安全衛生法が改正され、SDS交付義務の対象となる物質（2018年3月1日時点で673物質）につい
て、事業場における化学物質のリスクアセスメントが義務付けられた。義務付けられている対象物質のみならず、対象
物質に当たらない場合でも、リスクアセスメントを行うことが望まれる。

１ 化学物質に起因する労働災害

厚生労働省の労働安全衛生調査（2019年）によると、労働安
全衛生法第57条に該当または法第57条の2に該当する化学物質

（危険物・有害物）を取り扱う事業場の割合は17.8%、化学物質
を製造している事業場の割合は0.5%となっている。

化学物質に起因する労働災害は、年間500件程度発生してお
り、2019年は450件となっている（次頁図１）。

化学物質に起因する休業4日以上の労働災害のうち、特別規
制対象物質を原因とするものは約2割で、規制対象外の物質によ
る労働災害が多く発生している（次頁表１）。

労働環境状況調査（2014年）によると、労働安全衛生法第65条

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第一部　労災・安全文化グループ　
上席コンサルタント　　　　　　　　　近

こ ん ど う

藤 亮
り ょ う す け

介

に基づき作業環境測定実施義務のある作業場のうち、有機溶剤
については18%、特定化学物質については10%の事業場が作業
環境測定を実施していない。また、作業環境測定で管理区分3と
された事業場は、労働安全衛生法令により直ちに作業環境を改
善するために必要な措置を講じなければならないとされている
が、2006年の労働環境状況調査時点と2014年時点を比較する
と、管理区分3の事業場の割合は有機溶剤については4.3%から
5.0%、特定化学物質については2.9%から5.7%にそれぞれ上昇し
ている状況である（次頁表２）。

有害物等との接触による死傷者の事業場規模別発生数にお
いては、規模の小さい事業場における災害が多く発生しており
注意が必要な状況である。また、事業場規模が49名未満の事
業場における化学物質のリスクアセスメントの実施率は40%を 

化学物質に起因する
労働災害防止対策
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労働災害

化学物質に起因する
労働災害防止対策

（出典：厚生労働省 「労働者死傷病報告」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図１】化学物質に起因する休業4日以上の労働災害の発生状況の推移
（出典：厚生労働省 「労働者死傷病報告」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

（出典：厚生労働省 「平成18年労働環境調査」および「平成26年労働環境調査」
を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【表１】2017年に発生した化学物質による休業４日以上の健康障害事案の件数

【表２】化学物質を取り扱う事業場における作業環境

下回っている（次頁表３）。
2017年の厚生労働省の調査時点における化学物質のリスクア

セスメントの実施率は、5,000人以上の事業場においても6割強に
とどまり、ラベル表示や安全データシート（SDS）についても労働
者の理解が低い傾向にあると報告されている。

これらを踏まえ、本稿では化学物質管理のため「ラベル表示・
安全データシート（SDS）についての教育」「化学物質のリスクア
セスメント実施」の観点より、事業者、作業者に求められるポイン
トについて述べる。

件数 割合 吸入による
中毒等 眼障害 皮膚障害 誤飲による

障害
特別規制対象物質 78 20.5% 32 14 39 0

特定化学物質 64 16.8% 25 10 36 0
有機溶剤 13 3.4% 6 4 3 0
鉛 1 0.3% 1 0 0 0
四アルキル鉛 0 0.0% 0 0 0 0

特別規制以外のSDS交付義務対象物質 93 24.5% 6 31 60 0
SDS交付義務対象外物質 96 25.3% 8 30 63 0
物質名が特定できていないもの 113 29.7% 13 30 75 1
合計 380 − 59 105 237 1

管理区分3の事業場の割合
有害作業の種類 2006年 2014年

粉塵作業 7.4% 7.7%
有機溶剤業務 4.3% 5.0%
特定化学物質の製造・取扱 2.9% 5.7%

労
働
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事業場規模 件数
（人）

原因物質 作業環境測定実施率
リスクアセス
メント実施率特別規制

対象物質
SDS義務
対象物質

規制対象
外物質 不明 有機溶剤 特別化学物質

5,000人以上 3 2 1 97.7% 97.3% 61.6%
1,000～4,999人 9 5 3 3 95.8% 96.9% 65.7%

300～999人 25 8 3 8 6 95.6% 96.5% 59.5%
100～299人 65 10 16 22 17 90.4% 94.6% 59.6%
50～99人 54 12 19 8 15 84.3% 96.2% 53.8%
30～49人 65 11 17 14 23 74.7% 70.1% 39.6%
10～29人 79 18 15 23 23 63.3% 75.7% 30.4%
1～9人 64 10 19 17 18 − − −

２ 化学物質を適切に管理するために

実際に化学物質を適切に管理するためには、化学物質を取り扱
い・保管する人が危険有害性を認識することが重要となる。化学
物質に起因する発がん性などのリスクは、そのリスクが顕在化する
までに時間がかかるため、化学物質を取り扱い・保管する人への
適切な危険有害性情報の伝達、提供、化学物質に対する教育およ
び作業環境管理の徹底と改善が必要になる。化学物質の適正な
管理には、全社における取り組みが必要であり、事業場が扱って 

いる全ての化学物質を把握し、化学物質がもつ危険有害性に関
するリスクを認識し、製品のラベルと安全データシート（SDS）を
基に、健康障害のリスクだけではなく、火災リスクなどを含めた危
険性・有害性を把握し対策を講じることが求められる（図２）。

⑴安全データシート（SDS）の交付

安全データシートとは、有害性の恐れのある化学物質を含
む製品を他の事業者に譲渡または交付する際に、対象化学物
質等の性状や取り扱いに関する情報を提供するための文書で、

【図２】労働安全衛生法に基づく規制と自主的取組　　　　　　（出典：厚生労働省 「労働安全衛生法に基づく化学物質管理の考え方と留意点」）

（出典：厚生労働省 「労働者死傷病報告」および「平成26年労働環境調査」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【表３】2017年の有害物質等との接触による死傷者数および法令の順守状況
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区分 発がん性評価

グループ1 ヒトに対する発がん性が認められる

グループ2A ヒトに対する発がん性がおそらくある

グループ2B ヒトに対する発がん性が疑われる

グループ3 ヒトに対する発がん性が分類できない

グループ4 ヒトに対する発がん性がおそらくない

【図３】安全データシート（SDS）
（出典：厚生労働省「労働安全衛生法に基づく化学物質管理の考え方と留意点」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【表４】国際がん研究機関（IARC）の発がん性評価Safety Data Sheetの頭文字を取ってSDSと略されている（図
3）。1992年7月、「化学物質等の危険有害性等に関する指針」（労
働省告示）という形で開始した安全データシート（SDS）の交付
は、1999年の労働安全衛生法の改正により義務化され、640物質
について交付が義務付けられた。2018年3月1日より交付対象は
673物質となっている。

化学物質の有害性には、発がん性などの重篤なものも多く、
「がん」などの、化学物質にさらされてからから疾病が発症する
までの期間が数十年を要するものは、防毒マスク着用等の対策
を怠った場合にその発症に気づいてから健康障害を防止しよう
としても、化学物質にさらされた事実を取り消すことはできない。
そのため、化学物質を取り扱い・保管する人が自ら危険性を認識
し、必要な保護具を着用することが重要である。

実際の現場においては、発がん性のある化学物質であることを
作業者が認識しておらず、防毒マスクを着用していない、または作
業者は防毒マスクを着用しているが、近接作業者はマスクなしで
作業しているなど、不安全な行動が多々見受けられる。換気の不
十分な屋内作業や保守点検作業やトラブル対応などの非定常作
業は特に注意が必要である。

 発がん性については、安全データシート（SDS）に記載されて
いる「2 危険有害性の要約」により、取り扱う化学物質の発がん
性の区分を確認できるが、これは国際がん研究機関（IARC）の5
段階に分かれている発がん性評価等（表４）に基づくものである。
新しい化学物質や使用量が少ない化学物質は発がん性を評価
するまでに時間がかかるため、発がん性の区分が低く評価されて
いる可能性があり、注意が必要である。

⑵ラベル表示

安全データシート（SDS）の交付が義務付けられている化学物
質に対して、労働安全衛生法の改正により2016年からラベルに
危険有害性を記載することが義務付けられた。ラベルの記載内
容については、GHS（国連勧告「化学品の分類および表示に関す
る世界調査システム」）に基づく分類、JISZ7252,7253による分類
に基づいている。

GHSに基づくラベル表示は基本的に誰でも理解され安全行動
あるいは緊急時対応に結びつくように工夫されていて、次頁図４
のような項目が記載されている。

GHSに基づいたラベルでは化学物質の危険有害性（次頁図
５）とそれらによる危害を防止するための対策が分かりやすく記
載されている。化学物質を扱う人がラベルの内容をしっかり理解
できるよう、事業者はラベル教育を行うことで、危険有害性情報
を現場で働く人に周知徹底することが求められる。

（出典：厚生労働省 「主要な機関の発がん性評価の分類基準」を基にMS&AD
インターリスク総研作成）

1 化学品および会社情報

2 危険有害性の要約（GHS分類）

3 組成および成分情報

4 応急措置

5 火災時の措置

6 漏出時の措置

7 取扱いおよび保管上の注意

8 ばく露防止および保護措置

9 物理的および化学的性質

10 安定性および反応性

11 有害性情報

12 環境影響情報

13 廃棄上の注意

14 輸送上の注意

15 適用法令

16 その他の情報

労
働

災
害



33　RMFOCUS Vol.76 〈2021 Winter〉

⑶リスクアセスメント

2016年6月1日、労働安全衛生法が改正され、安全データシート
（SDS）交付義務の対象となる物質（※2018年3月1日より673物
質）について事業場におけるリスクアセスメントの実施が義務付
けられた。また、この673物質以外の危険有害性のある化学物質
についてもリスクアセスメントを実施するように規定（努力義務）
されている。

この背景には大阪市内の印刷工場で働く20歳～40歳代の作
業者（死亡時年齢27歳～46歳）が胆管がんを発症した事例（次頁
表５）がある。この印刷工場で使用されていた洗浄剤には1,2-ジ
クロロプロパンやジクロロメタンという化学物質が含まれていた
が、当時、これらの化学物質は労働安全衛生法や特別化学物質
障害予防規則などの法律による規制の対象外であったため、十
分な管理が行われていなかった。この事例を受けて労働安全衛
生法の一部が改正となり、安全データシート（SDS）の交付義務
のある化学物質を製造あるいは取り扱う全ての事業者に対して

リスクアセスメントの実施義務が課せられることとなった。
福井県の事業場から複数の膀胱がん発症が報告された事例

（次頁表５）では、作業環境測定の結果、化学物質を扱う人が吸
い込んだ化学物質の量は日本産業衛生学会が勧告する許容濃
度の1ppmより極めて低いレベルであったが、ゴム手袋の内側が
オルト-トルイジンに汚染されており、汚染されたゴム手袋を繰り
返し使用していたことから、皮膚からの吸収（経皮ばく露）が原因
と推測されている。この事例を受けて、オルト-トルイジンを特別
化学物質障害予防規則に追加するとともに、皮膚吸収性が高い
特定化学物質（オルト-トルイジン、ジクロロメタン、スチレン等）を
扱う場合は、JIS規格適合品の化学防護手袋の使用が2017年1月
1日より義務付けられた。

事故が起きてから法律を制定・改定する「後追い」的な法令順
守型の化学物質管理では、数万種類に上る化学物質を全て安全
に管理することができない。また、危険性や有害性が不明な化学
物質も少なくない状況であり、法令による規制の対象となってい
ない物質による労災事故が後を絶たない状況にある。

【図５】ラベルの絵表示と危険・有害性　　　　（出典：厚生労働省 労働安全衛生法に基づく化学物質管理の考え方と留意点）

【図４】GHSに基づくラベル表示
（出典：厚生労働省「労働安全衛生法に基づく化学物質管理の考え方と留意点」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

（化学品等の名称）	 	 1,2-ジクロロプロパン		

（健康に対する有害性）	 発がん性	 	

（絵表示）	 	 	 	

	 	 	 	

	 	 	 	

（危険有害性情報）	 	 危険物第四類 第一石油類	 	

（安全対策）	 	 火気厳禁	 	

	 	 	 蒸気を吸入しないこと	 	
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化学物質は種類や用途が多様であり、法令の順守による化学
物質管理が困難であることから、事業者が化学物質のリスクアセ
スメントを自主的に実施する必要がある。

化学物質のリスクアセスメントを実施する場合は、化学物質
にさらされた量（ばく露量）を作業環境測定により実測すること
によりリスクを評価しているが、取り扱う化学物質の量が少量の

場合、また費用や時間をかけずにリスクを見積もりたい場合は、 
表６に記載のリスクアセスメント支援ツールを用いることで簡易
的なリスク評価を行うことができる。

なお、アスファルト等の10物質について、労働安全衛生法施行
令の改正により2018年7月から譲渡・提供の際のラベル表示、安
全データシート（SDS）の交付、製造・取り扱いの際のリスクアセ
スメントの実施が義務付けられた（表７）。

（出典：中央労働災害防止協会 「有機溶剤取り扱い職場の健康障害防止対策」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

労災事例 原因物質 法令等の改正状況

2012年

大阪市内の印刷工場で複数の
胆管がんが報告される
労災請求87人（53人）
※（）は請求時の死亡者数
※2014年5月末時点

◦1,2-ジクロロプロパン
◦ジクロロメタン

◦1,2-ジクロロプロパンを発がん物質として特定化学物
質障害予防規則で規制（2013年10月施行）

◦ジクロロメタンを発がん物質として特定化学物質障害
予防規則で規制（2014年11月施行）

2015年 福井県の事業場から複数の膀
胱がん発症が報告される

◦オルト-トルイジン ◦オルト-トルイジンを特別化学物質障害予防規則の特定
第2類物質・特別管理物質で規制（2017年1月1日施行）

（出典：厚生労働省 「化学物質のリスクアセスメント実施支援」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

方法・ツール ツールの概要

◦コントロールバンディング ◦ILO（国際労働機関）が作成した化学物質リスク簡易評価法（コントロールバンディング）を厚生
労働省が改良

◦ECETOC TRA ◦欧州化学物質生態毒性・毒性センター（ECETOC）がREACH対応を目的として開発したリスク
評価モデル

◦労働環境における個人ばく露量（吸入経路）を、作業別の8時間-TWA（Time Weighted 
Average ； 時間荷重平均値）として算出可能

◦CREATE－SIMPLE ◦厚生労働省が作成した化学物質取扱者に向けた簡易的なリスクアセスメントツール
◦大量（数kL、数トン）の化学物質取扱事業者から極少量（数ml、数g）の化学物質を取り扱う事業

者まで、業種を問わず幅広い事業者が使用可能な簡易なリスクアセスメント支援ツール

【表５】がん発症事例と原因物質

【表６】リスクアセスメント実施ツール

（出典：厚生労働省「職場における化学物質対策について」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【表７】表示・通知義務対象物質の追加（2018年7月から）

物質名 主な用途
① アスファルト 道路舗装材料、塗料、建材、防水材料
② 1‐クロロ‐2プロパノール 有機合成中間体
③ 2‐クロロ‐1プロパノール 有機合成中間体

④ ジチオりん酸O、O‐ジエチル‐S‐
（ターシャリ－ブチルチオメチル）(別名テルブホス) 殺虫剤

⑤ 2,3‐ブタンジオン（別名ジアセチル） 有機合成中間体、香料
⑥ ほう酸 ガラス、ニッケルメッキ添加剤、シロアリ駆除剤
⑦ ポルトランドセメント モルタル、コンクリート、建材
⑧ 2-メトキシ-2-メチルブタン（別名ターシャリーアミルメチルエーテル） 溶剤
⑨ 硫化カルボニル 殺虫剤、医薬・除草剤原料

労
働
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参考文献・資料等

1）厚生労働省「労働安全衛生法に基づく化学物質管理の考え方と留意
点」令和元年11月

２）中央労働災害防止協会「有機溶剤取り扱い職場の健康障害防止対
策」平成30年11月

３）厚生労働省「印刷事業場で発生した胆管がんの業務上外に関する検
討会報告書」平成25年3月

4）厚生労働省「化学物質のリスク評価検討会報告書（オルト－トルイジ
ンに対する今後の対応）」2016年7月

5）厚生労働省「化学物質のリスクアセスメント実施支援」＜https://
anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankgc07.htm#h2_2＞

（最終アクセス2020年11月20日）

３ 化学物質による労働災害防止に向けて

化学物質の適切なリスク管理は各企業において非常に重要で
ある。万一、化学物質に起因する労働災害が発生した場合には、
大きな社会問題になるとともに企業のイメージダウンなど事業に
悪影響を与えることが予想される。また安全配慮義務違反として
法的責任を問われることも予想される。

化学物質にさらされてから疾病が発症するまでの期間が数十
年を要する「がん」などの疾病については、予防的見地から化学
物質を取り扱うことによって生じるリスクを正しく評価し、リスク
に応じた対策を講じることが今後ますます重要になる。

化学物質の有害性・発がん性については、明確になっていない
こともあり、法令で厳しく規制されていない物質も多く存在して
いる。事業者は法規制に対応することはもちろんだが、未規制で
あっても有害性がないことを意味しているわけではないため、リス
クアセスメントの実施だけではなく、ラベル表示・安全データシー
ト（SDS）についての教育実施および作業環境管理の徹底によっ
てばく露レベルを低減することが重要となる。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研が各企業において実施している
現場調査においては、有機溶剤臭がしているにもかかわらず防毒
マスクを着用していない、当該作業場の換気が不十分など作業
者のばく露防止が徹底されていない場面も見受けられることか
ら、できるだけ有害性・危険性の高い化学物質を代替物に置き換
えること、やむを得ず取り扱う場合は保護具着用の徹底や作業
環境管理等の対策を徹底することが必要である。

作業環境測定の実施が必要なベンゼン等の122物質について
は、特にリスクの高い化学物質であり健康障害が多発している 
ものの、作業環境測定を実施していない事業場も現場調査の際
に見受けられる。作業環境測定基準は毎年改正されており、規制
の強化による猶予期間のない即日施行にも対応するため、事業
者による情報収集、他機関との連携による法改正の把握がます
ます重要となる。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、化学物質の管理をはじめ、
より安全な作業手順の作成などの支援、日本における法規制の
対象ではないがリスクの高い化学物質の取り扱いに関するアド
バイス等を通じて、より安全な職場づくりを支援しており、本稿も
その一助となることを望みたい。

以上
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要旨
▪国連が採択したSDGsの17のグローバル目標は、企業には事業機会、投資家には投資テーマとなりえる。2015年に日

本の公的年金を運用するGPIFが責任投資原則に署名、その原則はESGを勘案していることからESG投資が日本で浸
透する契機となった。

▪ESG意識は高まりつつあり、日本でも投資残高の伸びが顕著であるが、受託者責任の問題がハードルとなる。ESG投
資の運用パフォーマンス実績は必ずしも高くないものの、環境・社会・ガバナンスに関する問題が発生するリスクを抑
制する効果は認められる。

▪インパクト投資は概念的にESG投資と寄付との中間に位置し、一部ESG投資と重なる。インパクト投資は環境・社会へ
のインパクトを意図し、インパクト評価を実施することが主な相違点であり、セオリー・オブ・チェンジ、ロジックモデルの
構築、インパクトの管理、テーマの設定等がその特色である。

▪インパクト投資の残高は世界50～55兆円、日本0.45兆円と推定され、急増している。その内容は多様で、期待できる経
済的リターンによって投資家のすそ野拡大に差が生じる。日本の金融機関・行政がESG投資、インパクト投資に積極的
に取り組み、サステナブルファイナンスと呼ばれる分野が潮流となりつつある。

ＥＳＧ投資、インパクト投資の現状
SDGsを意識した運用の拡大と深化

基礎研究レポート

SDGsと社会的責任、ESGの視点1

⑴SDGsと世界が抱える課題

SDGs（Sustainable Development Goals、持続可能な
開発目標）は2015年9月に国連総会で採択された目標であり、
次頁図1にある17のグローバル目標で構成されている。各目
標にはそれぞれ具体的なターゲットが設けられており（合計で
169）、さらにその下には詳細な指標も設けられている。環境を
保護し、社会を改善して貧困をなくし、すべての人々が豊かで平
和に過ごすことを目指す2030年に向けた行動指針であり、現在
の世界が背負う課題を網羅したものであるといえる。現在、各
国政府が目標とするだけでなく、企業や各種団体が参加し、世
界の持続可能性を高めるべく行動している。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
研究開発本部 基礎研究部 基礎研究グループ
マネジャー・上席研究員　　　　　　　　中

な か が わ

川 淳
じゅん

日本では政府が「SDGsアクションプラン」を策定し推進する
とともに、たとえば日本経済団体連合会（経団連）が「Society 
5.0 for SDGs」をスローガンに掲げて加盟企業のトップ層の意
識向上をはかっている。

SDGsの17のグローバル目標は達成されるべき「課題」を示
すものである。そしてその課題の解決は企業等にとってはビジ
ネスチャンスであり、課題解決で実績を伸ばす企業等の事業
体は投資家・投資マネジャーにとって有望な投資対象である。 
したがってSDGsの目標は事業機会・投資テーマを考えるため
の有効な整理でもある。

⑵企業の社会的責任、ESGという視点

①企業の社会的責任（CSR）
企業には社会的責任があるというCSR（Corporate Social 

基
礎
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Responsibility、企業の社会的責任）の考え方、すなわち企業
は自らが作り出す製品・サービスに責任を持つとともに、その 
企業活動が社会に与える幅広い影響（インパクト）にも責任を
持つべきであるという考え方は共有が進み、少なくとも経団連
のような経済団体に属する規模の大きい企業では定着してい
る。その社会的責任の範囲は広く、コンプライアンス、環境保
護、ステークホルダー（株主、従業員、取引先、顧客・消費者）へ
の配慮はもとより、意見は分かれるが寄付といった社会貢献ま
でを含めることがある。

②共有（共通）価値の創造（CSV）
アカデミックサイドでも、経営学の大家であるマイケル・ポー

ターらがCSV（Creating Shared Value、共有価値の創造）と
いう考え方を提唱している。これは企業が社会的課題・ニーズ
に対応すれば社会的価値に加え経済的価値も創造することが
でき、結果的に競争優位も確立できる、というものである。つま
り企業が求める経済的価値と社会的価値はトレードオフの関
係にあるのではなく、社会的価値の創造は経済的価値の創造
につながるという補完的関係にある、という発想であり、企業の
社会的責任は受動的なものではなく積極的にそれを生かすべ
きものである、という考え方である。

③社会的責任投資、ESG投資
投資の分野では、CSR、CSVという考え方と呼応す

るものとして社会的責任投資（Social ly Responsible 
Investment、SRI）、ESG投資（E:Environment、S:Social、
G:Governance）とがある。歴史的には社会的責任投資の
考え方が古くからあり、今ではそれとほぼ同様の意味として
ESG投資という言い方が主流になっている。社会的責任投
資は社会的責任を適切に果たしている企業に投資するべき
という考え方であり、宗教的・倫理的配慮により焦点を絞っ
た投資を意味することが多い。ESG投資は特に環境、社会、 

ガバナンス（企業統治）の3要素に注目して投資することにより、
投資のパフォーマンスを向上させつつ、結果的に社会的課題の
解決にも貢献するというものである。ガバナンスは環境や社会
課題と直接関連するわけではないが、法令遵守等の体制チェッ
クによりリスクを抑制するとともに、間接的には環境や社会課
題への解決といった長期的戦略を促進する体制となっている
かどうかという点で関連することになる。

ただし、E（環境）、S（社会）の二つとG（ガバナンス）はやや性
格を異にしており、環境・社会課題を考慮する社会的責任投資
とESG投資はGの部分が直接は重ならないこともあって、社会
的責任投資と「ES」投資がほぼ同様のものと言ったほうが正確
である。

⑶日本における社会的責任投資の浸透

2006年に国連が責任投資原則（Principles for Respon-
sible Investment、以下、「PRI」）を公表した。その内容は以下
のとおりである。

原則1：私たちは投資分析と意思決定のプロセスにESG課
題を組み込みます。

原則2：私たちは活動的な所有者となり、所有方針と所有
習慣にESG問題を組入れます。

原則3：私たちは、投資対象の企業に対してESG課題につ
いての適切な開示を求めます。

原則4：私たちは、資産運用業界において本原則が受け入
れられ、実行に移されるよう働きかけを行います。

原則5：私たちは、本原則を実行する際の効果を高めるた
めに、協働します。

原則6：私たちは、本原則の実行に関する活動状況や進捗
状況に関して報告します。

【図１】SDGsの17のグローバル目標　　　　　　（出典：国連開発計画駐日代表事務所のホームページより抜粋）

（出典：PRI Associationの資料「責任投資原則」より抜粋）
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これは世界的な問題解決にESG要因を勘案した投資で貢献
し社会的責任を果たすことを投資家・投資マネジャー（資産運
用業等）・金融界に求めたものであり、社会的責任投資の拡大
に大きな影響を与えた。その後、確実に機関投資家に受け入れ
られつつある。

日本では2015年9月、厚生労働省所管の年金積立金管理
運用独立行政法人（Government Pension Investment 
Fund、以下、「GPIF」）がPRIに署名した。GPIFは日本の公的年
金（厚生年金、国民年金）を運用する運用機関であり、世界最大
の年金資金を運用している。GPIFは多くの運用会社に外部委
託を実施していることもあって主要な運用会社もPRIに署名し
ており、また他の年金関連機関（各共済組合、企業年金基金連
合会等）にも影響を与えた。

GPIFのように巨額の運用資金を持つ組織にとって、世界経
済全体の持続可能性は極めて重要であり、ESG要因を考慮し、
世界の経済が超長期的に着実に発展することはGPIFの運用
に利益となる。そういう巨額資金を持つ組織を「ユニバーサル・
オーナー」、世界と利害を共にするといった観点で投資行動を
取ることを「ユニバーサル・オーナーシップ」と呼ぶことがある。
ユニバーサル・オーナーにとっては短期的な利益を確保しても
そこで運用を完了するわけにはいかない。年金の運用はその負
債の性格が超長期であることから、資産サイドの運用でも超長
期のリターンを期待するユニバーサル・オーナーとしての関心
が強く、それがPRI署名の誘因ともなっている。

ESG投資拡大の背景と内容2

⑴ESG意識の高まりと受託者責任というハードル

ESG要因を意識することの重要性は徐々に定着しつつある
ものの、超えるべきハードルが残る。それはESG要因を意識

することが、運用マネジャーとして運用パフォーマンスを悪化 
させ、投資家にとってマイナスとなる可能性はないのか、という
懸念である。資金を預かり運用を行なう場合、運用管理者は資
金の委託者（＝運用結果の受益者、beneficiaries）のために運
用する忠実義務を負い、また運用のプロフェッショナルとして求
められる注意と慎重さを発揮する善管注意義務を負う、という 
考え方がある。

忠実義務、善管注意義務の考え方は、英米法の受託者責
任（Fiduciary Duty）の概念に由来するものである。年金の
運用に大きな影響を与えてきた米ERISA法 （Employee 
Retirement Income Security Act of 1974、従業員退職所
得保障法）では企業年金関係者に受託者責任を課している。 
そのためESG要因を意識した運用が委託者である投資家の利
益以外を反映したものであれば、つまり環境や社会問題を重視
することが結果的に投資家の利益にならないのであれば、それ
は受託者責任に反し、忠実義務を果たしていないのではないか
という根強い懸念があった。そうしたことから英米の年金基金・
機関投資家にはESG投資に慎重な姿勢が強く、ESG投資の拡
大が欧州大陸中心（近時は英国も）であることの背景となって
いた。

⑵ESG投資の拡大状況

社会的責任投資の源流が欧米にあったこともあって、地域
ごとのESG投資の残高では、欧米が2018年末時点で85％を占
めている（表１）。最大は欧州、次は米国であり、米国の方がや
や残高の成長率が高い。一方、4年間の年率成長率では日本の
320％が突出しており、豪州・ニュージーランドの49％、カナダの
24％が続いているように、欧米以外での伸びが大きい。日本は
現在3番目の残高を持つ。

日本の伸びが突出しているのは、2014年時点での残高がまだ
極めて小さかったこと、既述のとおり世界最大の年金資産を運
用するGPIFが2015年9月にPRIに署名しそこからGPIFおよび 

（出典：GSIA” GLOBAL SUSTAINABLE INVESTMENT REVIEW ”2016年版、2018年版よりMS&ADインターリスク総研作成）
（注）各年の数字は年末時点、残高をドルベースに換算し計算。2018年版にアジア（除く日本）の数字なし。

2014年 2016年 2018年 2018年全体比率 4年間成長率

欧州 10,775 12,040 14,075 46% 7%

米国 6,572 8,723 11,995 39% 16%

日本 7 474 2,180 7% 320%

カナダ 729 1,086 1,699 6% 24%

豪州・NZ 148 516 734 2% 49%

アジア（除く日本） 45 52 - - -

合計 18,276 22,891 30,683 100% 14%

（残高単位：10億ドル、成長率：年率）【表１】地域ごとのESG投資残高推移
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その他の公的年金がESG投資を急拡大したことが大きい。そ
の他、日本では安倍政権が成長戦略の一環として機関投資家
にスチュワードシップ活動（投資先企業の持続的成長を促す投
資マネジャーの活動）を促し、そのため機関投資家が「エンゲー
ジメント」とよばれる投資戦略の取り入れを積極化したことも
背景にあろう。エンゲージメントは投資家と経営者の対話を重
視し、それにより企業価値を高めるという考え方である。

なお、ESG投資の内容は多様であり、単に特定セクター・企
業を除外するものもあれば、ESG要因を投資判断に組み込む
ものもある。特に投資残高が伸びているのが「ESGインテグ
レーション」と呼ばれる投資手法であり、ESG要因をシステマ
ティック・明示的に財務分析の中に組み込むものである。米国
での残高が多いが、多くの地域で採用されている。

⑶ESG投資の運用パフォーマンス

ESG投資の考え方やその拡大傾向は理解できるものの、 
それではESG投資の運用パフォーマンスは通常の投資に比較
し優位性があるのだろうか。特に受託者責任を意識する場合、
ESG投資の運用パフォーマンスに問題があるならば、運用を受
託した投資マネジャーとしての責任を問われることになるため、
その確認は必須である。

この問題は長期にわたりファイナンスに関するアカデミズム、
資産運用業界で取り上げられてきている。過去の実証分析結
果を確認する限り、ESG投資の運用パフォーマンスの優位性は
不明確である。湯山・白須・森平（2019）の先行研究レビューで
は、「ノンネガティブ（つまり、マイナス効果ではなく、無相関かプ
ラス効果）」といったレビュー結果や、「ほとんど関係性が見られ
なかった」「欧州においてはマイナスの影響さえも見られた」とい
う結果を紹介している。その他、ESG要因が高い企業は投資家
から要求されるリスクプレミアムが低いという研究も出ている。

資産運用を行なう立場では、長期運用に徹することができる
（短期志向を回避できる）という有利な面がある一方、投資対
象にできる銘柄が一部制限を受けうる（有望銘柄を組み入れる
ことができない）という不利な面があるなど、運用パフォーマン
ス向上にとって一長一短があるといえる。

ESG投資の優位性は超長期で計測すべきであり、超長期
データが十分でないといった制約が残るため、現時点では結
論を得ることは難しい。また運用結果を計測する以前の問題と
してESG要因を特定することの難しさは指摘する必要がある。 
たとえば、ESG評価の高さは評価機関により異なっている。
そのことからESG要因の評価が高い銘柄の運用パフォーマン
スといっても、その評価自体がどの評価機関によるものかで異
なる。評価機関は独自に評価を実施しており、ESG要因に対す
る切り口が評価機関によって異なる状況は継続する可能性が
高い。

これまでの実証研究・投資理論を併せて現時点での一応の
結論は以下のように要約できるであろう。

◦ESG要因が高いと評価される企業はそれらの要因に関
するリスクが抑制される傾向がある。

◦リスク抑制が株価に織り込まれていく段階では、一定の
高い運用パフォーマンスが期待できる。

◦一方、リスク抑制が既に織り込まれた段階では、リスク
は低いものの期待リターンも低くなる。

◦よってESG投資の運用パフォーマンスは必ずしも高くな
く、むしろ低いことも十分考えられる。

リスクが低いがために運用パフォーマンスが低いのであれ
ば、投資理論的には整合性があり、投資マネジャーの受託者責
任に関しても問題はないといえる。しかし実際にはESG投資の
有望性を強調する中で運用パフォーマンスも良好であるとの期
待が強い。運用を拡大するマーケティング上のニーズもあって
注目が集まりやすいが、運用パフォーマンスのみを取り上げて
ESG投資の良否を判断することは適切でない可能性が高く、 
リスクとの関係を考えるべきである。

また環境、社会要因に比べてガバナンス要因は企業への影
響が相対的に直接的となる場合があるため、ESG要因の中で
ESとGは分けて考える必要があり、ESG要因として一つにまと
めると正確さが失われることには考慮する必要がある。

インパクト投資の特徴・位置付け3

⑴インパクト投資の定義・領域

ESG投資に近く、より一層SDGsを意識した投資として最近
話題となっているものにインパクト投資がある。ここではまずそ
の定義等を確認し、位置付けを把握する。

リスクが基本的にない「安全資産」に対する投資を除き、 
株式等の「リスク資産」に対する投資にはリスクが伴う。一方、
そのリスクの多くに対してはリスクプレミアムと呼ばれる追加
的リターンを期待することができる。このように投資に関して
は一般的にリスクとリターンの2軸で語られ、その実績が計測
される。

一方、ある企業（またはプロジェクト）に対し投資をした場
合、その事業活動によって環境・社会に対しプラス・マイナス
の影響が生じる。その影響を「インパクト」という目的として捉
え注目したのがインパクト投資である。つまり、通常の投資に 
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おいてはリスクとそれがもたらすリターンの2点のみに注目する
のに対し、インパクト投資では同時に事業活動の環境・社会に
対するインパクトにも注目し、インパクト・リターンとして質的・
量的計測を実施することになる（通常のリターンは経済的リ
ターン）。

それでは他の投資に対してインパクト投資はどの領域を
占め、位置付けられるのであろうか。インパクト投資の推進
団体GSG（The Global Steering Group for Impact 
Investment）の考え方を確認する。

図２ではインパクト投資は「社会的課題解決を目的とし、社
会的インパクトが把握可能な案件への投資・資金提供」をする
ものと位置付けられており、既に紹介済みのESG投資とも一部
重なっている。そしてインパクト投資の中を、社会的リターンを
生み出しつつ獲得する経済的リターンの程度によって次の三つ
に分類している。
＜経済的リターンが高い順＞
①市場競争力のある経済的リターン（この分類がESG投資と

オーバーラップ）
②経済的リターンは一般的な市場レートを下回る場合もある
③経済的リターンは一般的な市場レート以下である

⑵ESG投資とインパクト投資の違い

確認したとおり、GSGの分類では、ESG投資とインパクト投
資は一部重なっており、ESG投資の中で市場競争力のある経
済的リターンと同時にインパクト提供を意識するものはインパ
クト投資と位置付けている。そして市場レートを下回る場合が
ある、または通常は一般的な市場レート以下のものはインパク
ト投資ではあるが、ESG投資ではない、としている。

そう考えると、ESG投資は市場競争力のある経済的リター
ンを期待できる（少なくともリスクに応じた適切なリターンが
ある）ものであって、受託者責任の問題は基本的にはないこと
になる。一方、インパクト投資の場合は、市場競争力のあるリ
ターンを期待でき受託者責任の問題が基本的にはないものと、 
社会的なリターン（インパクト・リターン）を重視するため経済的
リターンが低くなる可能性がある、または通常は低くなるもの
が含まれる。後者の場合、受託者責任の問題をクリアできるか
どうかは検討が必要である。

【図２】インパクト投資の領域に関する考え方の例（GSG）
（出典：GSG国内諮問員会（2020）「インパクト投資拡大に向けた提言書2019」（2020.4.20）エグゼクティブサマリーより抜粋（図中の①②③はMS&ADインターリスク総研が加筆））
（注）GSGはインパクト投資をグローバルに推進することを目的に2013年6月に創設された「G8社会的インパクト投資タスクフォース」の後継となる団体（本部：英国）であ

り、2015年8月に現在の名称となった。
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⑶インパクト投資の特徴・内容

GIIN（Global Impact Investing Network）はインパクト投
資推進の国際的イニシアティブであり、ロックフェラー財団を
中心に設立された。GIINは経済的リターン／リスクやインパク
ト・リターンでインパクト投資の領域を確認するのに加え、イン
パクト投資における四つの要素（four key elements）を挙げ
ている（表2）。

なお、ほぼ同様の指摘を世界銀行グループの一つであるIFC
（International Finance Corporation、国際金融公社）も
IFC（2019）”Creating Impact－The Promise of Impact 
Investing”(2019.4)で行なっており、インパクト投資の投資家
の三つの特徴として、意図（Intent）、貢献（Contribution）、測
定（Measurement）を挙げている。IFCの意図と測定はGIIN
の①意図、④インパクト評価実施と同様である。IFCの挙げる

「貢献」は意図した目標の達成に対する貢献を確認するとい
う意味であり、意図・貢献・測定の三つはそれぞれ連動してい
るといえる。

ESG投資との比較では、インパクトを意図すること、インパ
クト評価を実施することが主な相違点となる。ESG投資では
ESG要因という軸で企業を評価し投資対象とするかどうか検
討するが、投資の影響そのものを意図的に想定するとは限ら
ず、影響の評価を測定し報告することまでは明示的には期待さ
れてはいない。

⑷インパクト投資への注目と懸念

日本では「骨太の方針2014」で社会的責任投資を取り上げ、
その後は休眠預金等活用でその利用にインパクト投資の導入
を具体化することになった。そして現在は、インパクト投資の
概念がやや拡大傾向にあり、寄付に近いものからESG投資に
近いものへと焦点シフトが起きている。そしてそこにビジネス
チャンスを見出した民間金融機関の注目が高まりつつある。そ
うしてインパクト投資の概念が拡大すると、本来はインパクト 

投資とは言い難い投資にもインパクト投資の名前をつけ、マー
ケティングで利用するという「インパクト・ウォッシュ」の懸念が
高まっている注1）。

インパクト投資の概念や要件について多くの議論が費やされ
ており、そのほとんどはインパクト・ウォッシュをいかにして防ぎ
ながらインパクト投資を普及拡大させるかを意識したものであ
る。GIINが挙げるインパクト投資の要件、①意図、②金融リター
ン、③広範なアセットクラス、④インパクト評価実施、のうち、②
と③が問題なくクリアされても、①の意図は必須であり、かつ最
後に④のインパクト評価も実施されないとそれはインパクト投
資とは言えない、というのが本来の考え方である。またインパク
ト評価も形式的に実施するだけではなく、内実を整えるべく様
式等が用意され、充実しつつある。 

インパクト投資の現状4

⑴投資家・投資マネジャーの特徴、資産残高

インパクト投資の世界全体の投資残高については、ESG
投資に関する集計を実施している国際団体であるGSIA

（Global Sustainable Investment Alliance）の集計に
よると、インパクト／コミュニティ投資で2014年末1,010億ド
ル、2016年末2,480億ドル、2018年末4,440億ドルと急激に
成長している。またGIINが”Sizing the Impact Investing 
Market”（2019.4.1）で示している推計値は5,020億ドル（2018
年末、1US$＝110円換算で約55兆円）である。したがってイン
パクト投資は世界全体で50～55兆円程度の市場規模と推定
できる。

日本におけるインパクト投資残高についてはGSG国内諮
問委員会が出している推計値があり、次頁図３のように推移
している。2017年度から2018年度にかけて大きく増加してい
るのは、GSGによると従来の投資をインパクト投資に変えた

①意図
Intentionality

インパクト投資は意図的に社会・環境面での解決に貢献する。この点がESG投
資、責任投資、スクリーニング戦略と異なる点である

②金融リターン
Financial Returns

インパクト投資では、市場レートを下回るものからリスク調整後市場レートまでを
含む金融リターンを目指す。この点で慈善事業とは異なる

③広範なアセットクラス
Range of Asset Classes

インパクト投資は広範なアセットクラスを含むことができる
（つまり株式・債券に限らず、融資・その他金融リターンを期待できるものを含む）

④インパクト評価実施
Impact Measurement

インパクト投資の最大の特徴は投資家が投資による社会・環境面でのパフォーマ
ンスを測定し報告することにコミットすることである

【表２】インパクト投資における四つの要素（GIIN）

（出典：GIINのホームページCore Characteristics of Impact InvestingをMS&ADインターリスク総研が仮訳。③の（）内は
MS&ADインターリスク総研が加筆）
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【図3】日本のインパクト投資残高（2016-2019年度）
（出典：GSG国内諮問員会（2019）（2020）「日本における社会的インパクト
投資の現状」の数字を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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ものや個人向け投資信託としてインパクト投資を新たに提供
したものがあることが主因とのことである。世界全体で50～
55兆円程度であることから日本の比率は1％弱とかなり低い
ものである。

GSG国内諮問委員会の資料（2019年版）によると、日本にお
けるインパクト投資の例は表３のとおりである。

⑵投資分野、経済的リターン

インパクト投資が実行されているのは、エネルギー、金融サー
ビス（除くマイクロファイナンス）、森林（Forestry）といった分
野が上位に並ぶが、地域（先進国、途上国）、アセットクラス、
ターゲットリターンによってその分野の特徴は異なる。

インパクト投資のターゲットとする主な経済的リターン（資料
ではfinancial returns、金融リターン）による分類では、GIINの
資料によれば、全体で「リスク調整後市場並み」が67％、「市場
以下、市場に近い」が18％、「市場以下、元本維持に近い」が15％
と、多くは市場並みを目指すものである。市場以下を許容するも
のが約3分の1含まれているが、それは投資組織の形態によって
ターゲットとするリターンが異なっているためである（図４）。

組織の種類 組織名と投資の種類
政府系金融機関 国際協力機構（JICA）:マイクロファイナンス等への海外投融資

資産運用会社
アセットマネジメントOne:日本株
三井住友トラスト・アセット・マネジメント:日本株
鎌倉投信：上場・非上場株、野村アセットマネジメント:グローバル株式

都市銀行 みずほ銀行:ソーシャル・インパクト・ボンド（以下、「SIB」）、投資事業組合
三井住友銀行:SIB

地域金融機関 飛騨信用組合:融資
保険会社 第一生命:ベンチャー企業投資、上場株投資、PEファンド

ベンチャーキャピタル 新生企業投資:投資事業組合
デジサーチアンドアドバタイジング:SIB、エンジェル投資、シニアファンド等投資

財団 一般財団法人社会変革推進財団（SIIF）:SIB、ベンチャーファンド、直接出資
公益財団法人笹川平和財団:ファンド出資

インパクト投資を行なう組織 一般財団法人KIBOW:投資ファンドを通じた事業者への出資
プラスソーシャルインベストメント:SIB

その他 日立キャピタル:グリーンボンド、南都リース:投資事業組合
（出典：GSG国内諮問委員会（2020）「日本における社会的インパクト投資の現状2019」のP.18を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図4】投資組織の形態によるターゲットリターン分布（2019年）
（出典：GIIN（2020）“Annual Impact Investor Survey 2020”本文P.58の図をMS&ADインターリスク総研が仮訳し作成）

【表3】日本のインパクト投資の例

基
礎

研
究

レ
ポ

ー
ト



43　RMFOCUS Vol.76 〈2021 Winter〉

①すべて市場並みを期待の組織
年金基金・保険会社はインパクト投資に対しすべて市場並み

のターゲットリターンを求めている。社会的インパクト・リターン
を求めつつも、市場並みの経済的リターンは加入者・株主のた
め必須であるという姿勢を持っていると考えられる。

②一部は市場以下を許容する組織
営利を目的とする投資マネジャーであっても、ターゲット 

リターンについて一部に市場以下のものを許容するケースが
ある。これは一部の顧客（財団等のインパクト・リターンを重視
する顧客）が市場以下を許容し、投資マネジャーは一定の投
資手数料を得て運用受託しているためと考えられる（一般的
な投資家は少なくとも市場並みのリターンを求めるケースが
多い）。

多角化金融機関（Diversified financial institutions）では
市場以下を許容するのが約25％まで高まる。開発金融機関（世
銀グループ等）では市場以下（元本維持に近い）を許容するも
のが21％と高まる。開発金融機関では公的な性格が強まること
がその要因であろう。

③市場並み要求が半分以下の組織
一方でファミリーオフィス、非営利投資マネジャー、財団

（Foundations）ではむしろ市場並みのリターンを要求するも
のが半分を下回り、社会的リターンを重視する傾向が非常に
高くなる。もともとの投資目的が社会的リターンにあり、経済的 
リターンはその組織の維持にある程度貢献すればよいという
投資の姿勢を多くが持っているのであろう。

なお、GIINの資料によると、事前の期待に対してそのパフォー
マンス実績がどうであったかという問いに対し、表４のような結
果であった。

この結果を見る限り、インパクト投資の金融リターンは9割近
くが期待並みか期待超過の状況であり、極めて良好なパフォー
マンス実績であった。またインパクト・リターンの実績は99%が
期待並みか期待超過であった。アンケート調査であることも
あって、特にインパクト・リターンの評価の正確性については不
明であるが、全般に良好であったことは間違いないであろう。

金融リターンに関しては、2019年末までの金融市場がかなり
良好であったこと、すなわち先進国を中心に株式市場は上昇傾
向が続き、金利の低下傾向も継続して債券価格が上昇したこ
とが、金融リターンの満足度がおおむね高かったことに貢献し
ていると推測できる。なお先進国に焦点を当てている投資家・
投資マネジャーの7％が金融リターンで期待未満だったのに対
し、途上国に焦点を当てている投資家・投資マネジャーの20％
が期待未満と、途上国を対象とするものの結果が劣後してい
た。これは途上国の金融市場が必ずしも良好ではなかったこと
が反映されている可能性がある。

インパクト投資の展望5

SDGsを意識した投資に対する注目度は確実に上がって 
おり、かつ今後もその傾向は継続する。したがって、ESG投資
はもとより、社会課題解決を目的とし社会的インパクトを生み
出すことが確認できるインパクト投資への期待は高まると予
想される。ただしインパクト投資の内容は多様であり、経済的
リターンで分類すると、①市場競争力がある場合、②市場以下
となることもある場合、③市場以下である場合、の三つに分け
られ、投資家のすそ野を拡大する上ではそれぞれに違いが出
ることになる。

経済的リターンで市場競争力があるインパクト投資はESG
投資の一部と考えることができ、SDGsに対する注目が高まっ
ていることから、投資運用残高は大きく伸びる可能性がある。
多くの投資家にとって、環境や社会に対するポジティブなイン
パクトを追求しつつ市場並みの経済的リターンを得ることがで
きるのであれば、その投資は受け入れやすく、魅力的である。実
際に営利目的の大半の金融機関にとって関心が高いのはこの
領域である。

一方で、インパクト重視もあって市場以下の経済的リターン
となることもあるインパクト投資では、着実な伸びは期待で
きても、急激に伸びる可能性は低いと考えられる。公的な目
的が強いという性格を持ち、インパクト投資の本来の目的に
近いため、資金流入は公的な目的に賛同する投資家、または
その目的と本業との関連が大きい投資家に限定されること
になる。

さらに市場以下の経済的リターンを受け入れる場合、その投
資の性格はインパクト・リターン重視が明確である。投資家は
開発金融機関（DFIs）、ファミリーオフィス、慈善団体等の基金
その他におおむね限定され、投資家のすそ野拡大には時間が
かかる。

現在、日本の大手金融機関は、ESG投資はもとよりインパ
クト投資の領域にも注目を始めている。また日本の行政が 

期待超過 期待並み 期待未満

金融（経済的）リターン 20％ 68％ 12％

インパクト・リターン 21％ 78％ 1％

【表４】パフォーマンス実績（期待対比、2019年）

（出典：GIIN（2020）“Annual Impact Investor Survey 2020”の本文P.59
「Figure 47」を参考にMS&ADインターリスク総研作成）
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うたうマーケティング手法に対し「グリーン・ウォッシュ」という警告を与える
ことがあったが、それのインパクト投資バージョンである

インパクト投資に関して多くの関係者とともに勉強会を開催し、
積極的に推進する姿勢を示している。さらには学界において広く
持続可能性を検討するサステナブルファイナンスと呼ばれる分
野が潮流となり始めており、企業・社会・環境のサステナビリティ
に対する関係者の意識向上・深化が期待できる。したがって、金
融機関・行政および学界の動きについて今後も注目する必要が
ある。
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火災・爆発

●自動車メーカー２工場停止　別の部品工場火災で
自動車メーカーは11月19日、本社工場（大阪府）と滋賀第２工場の稼働

を停止したと発表した。ドアなどの部品を製造している関連メーカーの
工場で同月16日に火災が発生し、一部の部品が調達できなくなったこと
が原因という。

同社の２工場は16日から操業しておらず、28日まで稼働を停止する。広
島県内にある部品工場などで代替生産を検討しているが、すぐに生産
できない可能性もあり、停止期間が長引く恐れもある。

同社の2019年度の国内生産台数約102万台のうち、両工場は計約52
万台とほぼ半数を占める。軽自動車Aや小型車Bなどの主力車種も生産
している。滋賀第２工場は大手自動車メーカーの小型SUV（スポーツ用
多目的車）を生産しており、その販売に響く可能性もある。

●大手化学メーカー　工場火災　２人死亡　【愛知】
大手化学メーカーは9月28日、従業員2人が死亡する火災があった愛

知県犬山市の工場について、少なくとも29日まで全面休業すると発表し
た。損傷したフィルムの生産ラインの稼働再開は未定だが「国内サプラ
イチェーンへの影響は限定的」（同社）としている。

火災は27日夜発生。食品用の包装フィルムの製造ラインを止めて清
掃作業をしていたところ、フィルムを延伸する機械から出火し、損傷し
た。フィルムは長野県にある同社関連会社でも生産しているほか他社も
同様のフィルムを手掛けており、食品メーカーなどへの大きな影響はな
いもようだ。

損傷したラインが復旧可能かどうかや同社の業績への影響は不明と
いう。被害のなかった生産ラインについても安全性が確認されるまで稼
働を止めるという。

地震・噴火・津波

●トルコ沖地震、死者が115人に　救出作業続く
当局の発表によると、トルコ沖のエーゲ海で10月30日に発生した地震

の死者数が115人となった。死者のうち２人はギリシャのサモス島の10代
の若者。

被害が集中するトルコ西部のイズミルでは、地震発生から90時間が
経過した３日に少女が救出されており、現在は二つの建物で集中的に作
業が行われている。

トルコ災害緊急事態対策庁（AFAD）によると、イズミルでは1,035人が
負傷し、137人が引き続き治療を受けている。

活断層の多いトルコではしばしば地震が発生している。2011年の東
部ヴァンの地震では500人以上が死亡、今年１月の地震では東部のエラ
ズー県で41人が死亡した。1999年には北西部で２度にわたって発生した
地震で、1万8,000人が死亡する被害が出ている。

AFADによると、今回の地震はマグニチュード（Ｍ）6.6で、約1,670回の
余震が発生した。

疾病関連

●世界の感染者5,000万人＝冬の欧米に「第２、３波」―新型コロナ
米ジョンズ・ホプキンス大の集計によると、新型コロナウイルスの世

界の累計感染者が日本時間11月9日、5,000万人を超えた。10月19日に
4,000万人に達してから3週間で1,000万人増えた。感染「第２波」に見舞
われる欧州や「第３波の席巻」とも伝えられる米国を中心に、冬が本格
化するにしたがって増加ペースが加速している。世界の死者は125万
人超。

米新聞N（電子版）は8日、米国内の新型コロナウイルス感染者数が
同日1,000万人を超えたと報じた。100万人増加に要した時間は10日間
で、中西部など広い地域で感染者が増えている。

大手通信社によると、欧州では6日、累計感染者が1,200万人以上とな
り、死者は30万人超に。フランスやドイツ、英イングランドで2度目の全
土ロックダウン（都市封鎖）に入ったほか、イタリアでも一部地域で導
入の動きがある。

世界保健機関（WHO）の事務局長は2日、欧米の感染状況について
「（各国の）指導者にとってさらなる重大局面だ」と指摘。人々に共通の
目的に向けた団結を呼び掛けた。　

工事中の事故

●金属製パイプ落下、2人重軽傷＝ビル屋上の工事現場から　【神戸】
9月29日午後4時45分ごろ、神戸市東灘区住吉本町の路上で、4階建て

ビル屋上の工事現場から金属製のパイプ（重さ約14キロ、長さ約3.7メー
トル）が落下し、歩いていた男女2人に当たった。同区の女性（44）が頸椎

（けいつい）を折り重傷、医師の男性（70）も右手指に軽傷を負った。
兵庫県警東灘署は業務上過失傷害の疑いで調べている。同署による

と、ビルの外壁点検のため、作業員6人が足場を組む作業をしていた。
ワイヤでパイプをつり上げる際、１本のフックが外れ、約16メートルの
高さから落下したとみられる。

製品安全

●液体ミルク自主回収＝40万缶、フィルム片混入の恐れ
乳製品メーカーは、10月14日、乳児用の液体ミルク約40万缶を自主

回収すると発表した。包装に用いるごく小さなフィルム片が混入した恐
れがあるため。消費者からの申し出や健康被害は確認されていないと
いう。　

対象は缶の底に記載された賞味期限が2021年9月16日以前のもの
で、6缶入りパックも対象となる。製造委託先の製薬会社の工場での出
荷前検査で、フィルム片が混入したものが見つかったという。購入者に
は商品回収後、代金相当のクオカードを送る。
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業務遂行上の事故

●東証、全銘柄の売買を終日停止＝システム障害で初
東京証券取引所は10月1日、システム障害の発生により全銘柄の売

買を終日停止すると発表した。売買が終日止まるのは、全面システム化
された1999年5月以降初めて。この影響で同じシステムを使っている札
幌、名古屋、福岡の各証券取引所でもすべての株式取引ができない状
態となり、国内の金融市場の混乱が拡大した。

東証での全銘柄の売買停止は約14年9カ月ぶり。ニューヨークや 
ロンドンなどと並ぶ世界有数の証券取引所でもある東証が取引を終
日停止することで、国内のみならず海外の投資家にも大きな影響が及
んだ。

官房長官は1日午前の記者会見で、「金融庁が東証に原因究明と復
旧に向けた対応を指示している」と述べた上で、「投資家にとって取引
の機会が制限されることであり、大変遺憾だ」と語った。

東証によると、取引開始前の午前7時すぎ、相場情報を配信するシ
ステムを立ち上げた際に不具合が確認された。東証には現在、1部と2
部、マザーズ市場などに計約3,700銘柄が上場。取引停止により売買の
注文を受け付けられず、日経平均株価や東証株価指数（TOPIX）も算出
されなかった。

売買の全面停止を受け、顧客からの問い合わせが殺到するなど証券
会社も対応に追われた。

情報関連

●ゲーム大手にサイバー攻撃、顧客情報など36万件流出の恐れ
東証1部上場のゲーム大手は、11月16日、社内システムに第三者から

サイバー攻撃を受け、顧客や取引先の個人情報など約36万件が流出
した可能性があると発表した。同社は大阪府警に相談するとともに、セ
キュリティ会社とともに調査を進めている。

流出の恐れがあるのは、家庭用ゲームの窓口に問い合わせた顧客
情報13.4万件のほか、採用応募者情報12.5万件、株主情報4万件、退職
者・家族情報2.8万件、北米ストア会員情報1.4万件など。氏名や住所、電
話番号、メールアドレスなどが含まれていた。このほか、社員らの人事
情報、取引先や営業・開発に関わる資料といった企業情報も流出した
可能性がある。

これとは別に、社員の個人情報など9件の流出を確認した。氏名や住
所、パスポート情報が含まれる。ネット販売などの決済は外部委託して
おり、クレジットカード情報の流出はないとしている。

同社によると、11月2日未明に不正アクセスを受け、メールやファイル
管理などの社内システムに障害が発生。「RAGNAR LOCKER（ラグナ・
ロッカー）」と名乗るサイバー犯罪集団が犯行声明を出し、金銭取引を
持ち掛けてきた。同社は応じず、同集団は特定ソフトを用いないとアク
セスできない「ダークウェブ」上に、同社のものとみられる情報を公開
した。

ラグナ・ロッカーは「ランサムウエア」（身代金要求型ウイルス）など
を用いて企業や組織のネットワークに侵入し、データを勝手に暗号化。 
復旧させるための「身代金」を要求したり、盗んだデータを公開すると
脅迫して金銭を要求したりする犯罪集団とされる。

●不正ログイン  デビットカード  1,422人被害か  氏名など漏えい恐れ
大手銀行は10月4日、不正送金被害が確認されているプリペイド 

機能付きデビットカードについて、1,422人の会員が専用ウェブサイト
に不正ログインされた可能性があると発表した。氏名や生年月日など
が漏えいした恐れがあるという。

同銀行は３日、同カードへの不正アクセス被害があったことを公表し
ていたが、規模などについては調査中としていた。カードの会員ウェブ
サイトは3日から停止している。会員数は約２０万人。同カードを巡って
は、8月8日〜9月15日に送金機能を悪用された利用者が54人にのぼり、
約330万円分の不正送金が確認されている。

労務問題

●扶養手当など支給認める＝格差は「不合理」-最高裁
正社員と非正規社員の待遇格差をめぐり、会社が契約社員に扶養手

当などを支給しないことの是非が争われた３件の訴訟の判決が10月15
日、最高裁第一小法廷であり、同小法廷は「労働条件の相違は不合理」
として扶養手当支給を認める判断をした。原告らの全面勝訴となった。

有給の夏季・冬季休暇、年末年始勤務手当などについても格差は
「不合理」と認めた。いずれも裁判官5人全員一致の意見。

同小法廷は扶養手当について、原告ら契約社員にも「扶養親族があ
り、相応に継続的な勤務が見込まれれば、手当の趣旨は妥当」と指摘。
判決は個別の事例判断だが、扶養手当は多くの企業で採用されてお
り、各企業にも影響を与えそうだ。

3件の訴訟は、同社の業務に従事する契約社員ら12人が東京、大阪、
佐賀各地裁に提訴。扶養手当などがないのは労働契約法20条が禁止
する「不合理な格差」に当たると訴えていた。

扶養手当を求めたのは大阪訴訟の原告ら。同小法廷は「手当支給
は、継続的な雇用を確保するためだ。原告らは契約更新を繰り返し、相
応に継続的な勤務が見込まれる」と述べ、支給を認めなかった大阪高
裁判決を一部破棄し、損害額算定のため同高裁に差し戻した。

夏季・冬季休暇は、3件とも高裁段階で不合理な格差とされたが、損
害賠償を認めるかで各高裁の判断が割れ、同小法廷は賠償を認めた。
年末年始勤務手当は東京と大阪訴訟で争われ、各高裁で支給が認め
られたが、大阪高裁は「契約期間が通算5年を超える者」と限定。同小
法廷は大阪高裁の判断を破棄した。

●セクハラ発言で労災認定＝信託銀行子会社-労基署
信託銀行の子会社（東京）の20代の元女性社員が、上司のセクハラ

発言などで精神疾患を発症したとして、労災認定されたことが10月22
日、わかった。女性の代理人弁護士が明らかにした。身体への接触を伴
わないセクハラによる労災認定は珍しいという。

代理人の弁護士によると、女性は入社2年目の2018年初旬以降、50代
の男性上司から「海外旅行に同行したい」などの恋愛感情を含むメー
ルを何度も送られた。上司は、女性が同年4月に人事担当幹部に相談し
た後も食事に誘ったり、女性の自宅近くの駅まで付いてきたりした。

女性は同年７月に出勤できなくなり、重度ストレス反応などと診断さ
れた。立川労働基準監督署は19年2月、上司のセクハラと繁忙期の時間
外労働が合わさった労災と認定した。

人事担当幹部らも、女性の相談に上司をかばうような発言をしたと
いう。女性は文書で「会社側の保身のみを考える対応の結果、上司の行
為がエスカレートした」と訴えた。
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新井 卓二（あらい たくじ）
山野美容芸術短期大学特任教授。経営学修士（MBA）、学術博士（Ph.D.）
経済産業省 次世代ヘルスケア産業協議会 健康投資 WG専門委員、
経済産業省 地域ヘルスケアビジネス創出アクセラレータ。（公財）日本ヘ
ルスケア協会健康経営推進部会副部会長。（一社）社会的健康戦略研
究所運営委員特別研究員。
証券会社勤務を経て、法人向け出張リラクゼーション株式会社 
VOYAGEを起業し売却。研究者として明治大学ビジネススクールTA、昭
和女子大学研究員、山野美容芸術短期大学講師などを経て現職。「健
康経営 新井研究室」を主宰し、経済産業省等官公庁ほか、健康経営で
先進的な企業を招き勉強会等を開催。また健康経営企業への学生訪問
プロジェクトも開催し普及に努める。さらに健康経営の研究のため、社会
人を対象に新井ゼミナールを開催。 
著書に、「経営戦略としての『健康経営』」（共著、合同フォレスト）、「ヘルス
ケア・イノベーション」（共著、同友館）。その他、「『健康経営』の投資対効
果の分析」等、健康経営の論文を多数執筆。
≪健康経営  新井研究室≫
＜https://www.facebook.com/AraiLabo/＞

熊谷 正則（くまがい まさのり）
岩手県復興局 副局長兼震災津波伝承課総括課長
東日本大震災津波伝承館　副館長
【略歴】
1962年4月生まれ。58歳
岩手県盛岡市出身
1986年4月 岩手県職員採用
2016年4月 復興局復興推進課総括課長
2018年4月 商工労働観光部経営支援課総括課長
2019年4月 復興局副局長
2019年9月22日 復興局東日本大震災津波伝承館副館長
現在に至る。

ビドゥ社との協業によるＩｏＴ機器サイバーセキュリティ診断サービスの共同研究・開発について

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式
会社（取締役社長 グループＣＥＯ：原 典之）およびＭＳ＆ＡＤ
インシュアランス グループのＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式
会社（社長：中村 光身）は、Vdoo Connected Trust Ltd.
（ビドゥ コネクテッド トラスト社・社長兼共同創業者：Netanel 
Davidi（ネタネル・ダヴィディ）、以下「ビドゥ社」）と協業し、ＩｏＴ
機器を対象としたサイバーセキュリティ診断サービスの共同研
究・開発を2020年10月から開始しました。
本セキュリティ診断サービスは、ビドゥ社が有するVdoo 
Vision※と呼ばれるＩｏＴセキュリティ診断機能をベースにした
セキュリティ診断です。設計書やソースコード等を必要とせず
に、ＩｏＴ機器に搭載されているソフトウェアそのままの形で数
分から数十分程度で診断することが可能となります。
ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループは、今後もグループ各社

のノウハウを結集し、多様化するお客さまニーズに応える商品・
サービスの開発を進めていきます。

※Vdoo Vision:ＩｏＴ機器のファームウェアに存在する既知の脆弱
性や各種セキュリティ基準とのギャップ等を自動的に分析し、ス
コア化して示します。
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１．ビドゥ社との共同研究・開発の背景
総務省の情報通信白書（平成30年度版）において、2020年にはＩｏＴ機器の数が400億
台を超えるとも言われるなど、個人の日常生活だけでなくビジネス活動でも、ＩｏＴ
機器は必要不可欠なものとなっています。一方、セキュリティ上、脆弱なＩｏＴ機器も
多く、総務省が脆弱なＩｏＴ機器の大規模調査を行ったり、経産省が総務省と共同
でＩｏＴセキュリティガイドラインを策定しています。
こうした状況の中、当社グループは、ビドゥ社と提携し、保険引受審査への活用等を視
野に、簡易にＩｏＴ機器をセキュリティ診断できるサービスの共同研究・開発を進めて
いきます。

２．共同研究・開発するサービス
共同研究・開発する「ＩоＴ機器向けサイバーセキュリティ診断サービス」は、ＭＳ＆
ＡＤインターリスク総研がＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループの三井住友海上火災
保険株式会社、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社と連携し、ＩｏＴ機器に関連
する保険引受審査への活用も見据え、2021年4月以降のサービス導入を目指します。

３．ビドゥ社の概要
ビドゥ社は、サイバーセキュリティに関するトップクラスの研究者・開発者、および組み
込みシステムとエンドポイントセキュリティの分野において豊富な知識を有する連続
起業家により、ＩｏＴセキュリティの自動化推進を目的として、イスラエルにおいて2017
年に設立されました。同社は、設立以来急速に成長し、ＩｏＴを活用する複数の業界、
諜報機関、政府、軍のサイバー部門および標準化団体出身の一流のプロフェッショナ
ル人財が組み合わされたチームとなっています。
2019年4月には、当社グループが米国シリコンバレーに設立したコーポレートベン
チャーキャピタルである、ＭＳ＆ＡＤベンチャーズ社から出資を受けています。

Vdoo Visionイメージ

概要▶

診断例▶

サイバーセキュリティ・MS&ADプラットフォーム
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ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式
会社（取締役社長 グループＣＥＯ：原 典之）およびＭＳ＆ＡＤ
インシュアランス グループのＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式
会社（社長：中村 光身）は、Vdoo Connected Trust Ltd.
（ビドゥ コネクテッド トラスト社・社長兼共同創業者：Netanel 
Davidi（ネタネル・ダヴィディ）、以下「ビドゥ社」）と協業し、ＩｏＴ
機器を対象としたサイバーセキュリティ診断サービスの共同研
究・開発を2020年10月から開始しました。
本セキュリティ診断サービスは、ビドゥ社が有するVdoo 
Vision※と呼ばれるＩｏＴセキュリティ診断機能をベースにした
セキュリティ診断です。設計書やソースコード等を必要とせず
に、ＩｏＴ機器に搭載されているソフトウェアそのままの形で数
分から数十分程度で診断することが可能となります。
ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループは、今後もグループ各社

のノウハウを結集し、多様化するお客さまニーズに応える商品・
サービスの開発を進めていきます。

※Vdoo Vision:ＩｏＴ機器のファームウェアに存在する既知の脆弱
性や各種セキュリティ基準とのギャップ等を自動的に分析し、ス
コア化して示します。
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１．ビドゥ社との共同研究・開発の背景
総務省の情報通信白書（平成30年度版）において、2020年にはＩｏＴ機器の数が400億
台を超えるとも言われるなど、個人の日常生活だけでなくビジネス活動でも、ＩｏＴ
機器は必要不可欠なものとなっています。一方、セキュリティ上、脆弱なＩｏＴ機器も
多く、総務省が脆弱なＩｏＴ機器の大規模調査を行ったり、経産省が総務省と共同
でＩｏＴセキュリティガイドラインを策定しています。
こうした状況の中、当社グループは、ビドゥ社と提携し、保険引受審査への活用等を視
野に、簡易にＩｏＴ機器をセキュリティ診断できるサービスの共同研究・開発を進めて
いきます。

２．共同研究・開発するサービス
共同研究・開発する「ＩоＴ機器向けサイバーセキュリティ診断サービス」は、ＭＳ＆
ＡＤインターリスク総研がＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループの三井住友海上火災
保険株式会社、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社と連携し、ＩｏＴ機器に関連
する保険引受審査への活用も見据え、2021年4月以降のサービス導入を目指します。

３．ビドゥ社の概要
ビドゥ社は、サイバーセキュリティに関するトップクラスの研究者・開発者、および組み
込みシステムとエンドポイントセキュリティの分野において豊富な知識を有する連続
起業家により、ＩｏＴセキュリティの自動化推進を目的として、イスラエルにおいて2017
年に設立されました。同社は、設立以来急速に成長し、ＩｏＴを活用する複数の業界、
諜報機関、政府、軍のサイバー部門および標準化団体出身の一流のプロフェッショナ
ル人財が組み合わされたチームとなっています。
2019年4月には、当社グループが米国シリコンバレーに設立したコーポレートベン
チャーキャピタルである、ＭＳ＆ＡＤベンチャーズ社から出資を受けています。

Vdoo Visionイメージ

概要▶

診断例▶

サイバーセキュリティ・MS&ADプラットフォーム
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MS&ADインシュアランス グループがご提供するリスクマネジメント情報誌

レジリエントでサステナブルな社会をめざして

｢空飛ぶクルマ」の社会的受容性向上に向けた
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の取り組み

東日本大震災津波伝承館での学びを、企業防災へ生かす

年間シリーズ

■ヘルスケアイノベーションとしての健康経営と国際展開
■コロナ禍の教訓を踏まえた海外現法でのＢＣＰ構築のポイント
■高齢運転者の運転リスクとなる機能低下とその改善ツールの開発
～視機能・認知機能トレーニングツールABCD（Active Brain CLUB for Driver）～

■化学物質に起因する労働災害防止対策

基礎研究レポート基礎研究レポート

01552 8,400 2020.12（新）318

東日本大震災から10年①

ＥＳＧ投資、インパクト投資の現状
～SDGsを意識した運用の拡大と深化～

※バックナンバー
　はこちら
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